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(57)【要約】
【課題】インクジェット法により画像を記録する際の吐出性に優れ、記録した画像の耐水
性、耐溶剤性および基材への密着性に優れたインク組成物を提供する。
【解決手段】（成分ａ）下記一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有す
る化合物、（成分ｂ）下記一般式（Ｂ１）で表される化合物及び下記一般式（Ｂ２）で表
される化合物からなる群から選ばれる化合物、並びに（成分ｃ）色材を含有するインク組
成物。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（成分ａ）下記一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有する化合物、
　（成分ｂ）下記一般式（Ｂ１）で表される化合物及び下記一般式（Ｂ２）で表される化
合物からなる群から選ばれる化合物、並びに
　（成分ｃ）色材
を含有するインク組成物。
【化１】

　（一般式（Ａ）中、Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子、又は炭素数１～４のアル
キル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。＊
は結合位置を表す。）

【化２】

　（一般式（Ｂ１）中、Ｒｂ１及びＲｂ２は、各々独立に、水素原子、アルキル基、アリ
ール基、アルケニル基、又は複素環基を表し、Ｒｂ１及びＲｂ２は互いに結合して環を形
成してもよい。Ｙｂ１及びＹｂ２は、各々独立に、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＲｂ３－（Ｒｂ

３は水素原子、アルキル基、アリール基、又はアルケニル基を表す。）、－Ｓｅ－、－Ｃ
（ＣＨ３）２－、及び－ＣＨ＝ＣＨ－からなる群より選ばれる二価の基を表す。Ｇｂ１及
びＧｂ２は、各々独立に、水素原子、シアノ基、アミド基、アルキルアミド基、アルコキ
シカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アリールカルボニル基、アル
キルスルファニル基、アリールスルファニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホ
ニル基、又はフルオロアルキルスルホニル基を表し、Ｇｂ１及びＧｂ２は互いに結合して
環を形成してもよい。ただし、Ｇｂ１及びＧｂ２が環を形成する場合は、形成する環中に
－Ｃ(＝Ｏ)－、－Ｃ（＝Ｓ）－、－ＮＲ１２－（Ｒ１２は水素原子、アルキル基、又はア
リール基を表す。）、－Ｎ＝ＣＲ１３－（Ｒ１３は水素原子、アルキル基、又はアリール
基を表す。）、－Ｏ－、及び－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の連結基を含んでいても
よい。Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ｇｂ１、及びＧｂ２で表される基の少なくとも
１つの基は、置換基として重合性基を含む。）
【化３】

　（一般式（Ｂ２）中、Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、
Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３は、各々独立に、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基
、アリール基、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルスルファニル基、アル
キルアミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カ
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ルボキシル基、又はスルホ基を表す。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９

、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３から選ばれる少なくとも２つが互いに結合
して環を形成してもよく、環を形成する場合は、形成する環中に－Ｓ－を介在していても
よい。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１

２及びＲｂ１３で表される基の少なくとも１つの基は、置換基として重合性基を含む。）
【請求項２】
　前記（成分ａ）が下記一般式（ＡＰ）で表される繰り返し単位を１分子中に２つ以上有
する請求項１に記載のインク組成物。
【化４】

　（一般式（ＡＰ）中、Ｒａｐ１は水素原子又はメチル基を表す。Ｚａｐ１は単結合、－
ＣＯＯ－、又は－ＣＯＮＲａｘ１－を表し、Ｒａｘ１は水素原子又は炭素数１～４のアル
キル基を表す。Ｘａｐ１は二価の有機基を表す。Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子
又は炭素数１～４のアルキル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構
造を形成してもよい。）
【請求項３】
　前記一般式（Ｂ１）で表される化合物、又は前記一般式（Ｂ２）で表される化合物が有
する重合性基の数が１～２個である請求項１又は請求項２に記載のインク組成物。
【請求項４】
　前記（成分ｂ）のインク組成物全量に対する含有量が、０．１質量％～２０質量％であ
る請求項１～請求項３のいずれか１項に記載のインク組成物。
【請求項５】
　前記（成分ａ）及び（成分ｂ）の少なくとも一方が、さらに水溶性基を有し、該水溶性
基が、カルボキシル基、スルホ基、リン酸基、ホスホン酸基、およびこれらの塩、４級ア
ンモニウム塩、窒素原子又は酸素原子を含む複素環化合物から水素原子を１個除いた残基
、アミド基、カルバモイル基、アルコール性水酸基、並びにポリアルキレンオキシ構造を
有する基からなる群より選ばれる少なくとも１つの基である請求項１～請求項４のいずれ
か１項に記載のインク組成物。
【請求項６】
　さらに、（成分ｄ）水を含有する、請求項１～請求項５のいずれか１項に記載のインク
組成物。
【請求項７】
　さらに、（成分ｅ）有機溶剤を含有する請求項１～請求項６のいずれか１項に記載のイ
ンク組成物。
【請求項８】
　請求項１～請求項７のいずれか１項に記載のインク組成物を記録媒体上に付与するイン
ク付与工程と、
　前記インク組成物に活性エネルギー線を照射する照射工程と、
を含む画像形成方法。
【請求項９】
　前記インク付与工程が、インクジェット法により前記インク組成物を付与する工程であ
る請求項８に記載の画像形成方法。
【請求項１０】
　請求項８又は請求項９に記載の画像形成方法によって記録された印画物。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク組成物、画像形成方法、及び印画物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像データ信号に基づき、紙などの記録媒体に画像を形成する画像記録方法として、電
子写真方式、昇華型及び溶融型熱転写方式、インクジェット方式などがある。インクジェ
ット方式による画像の記録に用いられるインク組成物のなかでも、活性エネルギー線硬化
型水性インクは、画像の印刷、記録媒体に印刷適性を付与するための前処理、印刷された
画像の保護・装飾の後処理などに好適に使用でき、また、水を主成分とすることから安全
性に優れ、低粘度化によって高密度インクジェット記録への適用が可能になるなど、多く
の優れた特徴を有する技術である。
【０００３】
　活性エネルギー線硬化型水性インクの基本構成材料の一例として、水、重合性物質、放
射線によってラジカルなどを発生して重合を開始させる重合開始剤及び色材（顔料あるい
は染料）を挙げることができる。重合性物質および重合開始剤が水溶性である例としては
、例えば特許文献１に記載されているものが挙げられ、光照射により密着性などに優れた
膜が得られるインクジェット記録用インク組成物が記載されている。
　また、ジメチルマレイミド基を側鎖に有する繰り返し単位を含む共重合体を含むことに
より、記録した画像の耐溶剤性及び基材との密着性が優れる水性インク組成物が提案され
ている（例えば、特許文献２参照。）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１１９４４９号公報
【特許文献２】特開２０１２－０４６５６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特定のマレイミド構造を有する活性エネルギー線重合性物質を含むイン
ク組成物が記載されている特許文献１は、耐水性、耐溶剤性、密着性及び吐出性について
未だ改善の余地がある。
　光重合開始剤を用いる技術である特許文献１は、添加された光重合開始剤の分解物や未
反応残存物が硬化膜に残ることで膜物性や印刷物に悪影響を及ぼす懸念があるため、十分
な量の光重合開始剤を使用できない場合があり、印刷された画像の耐水性、耐溶剤性、及
び密着性に未だ改良の余地がある。また、インク組成物の吐出性についてもさらなる改良
の余地がある。したがって、耐水性、耐溶剤性、密着性及び吐出性が良好なインク組成物
が切望されている。
　また、特許文献２に開示される技術でも、さらに耐水性、耐溶剤性、及び密着性の更な
る改良が望まれている。
【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、上記の事情に照らし、インクジェット法により画像
を記録する際の吐出性に優れ、記録した画像の耐水性、耐溶剤性及び基材との密着性に優
れたインク組成物を提供することである。
　また、本発明が解決しようとする課題は、該インク組成物を用いた画像形成方法、及び
印画物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を解決するための具体的手段は以下の通りである。
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【０００８】
＜１＞　（成分ａ）下記一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有する化
合物、（成分ｂ）下記一般式（Ｂ１）で表される化合物及び下記一般式（Ｂ２）で表され
る化合物からなる群から選ばれる化合物、並びに（成分ｃ）色材を含有するインク組成物
。
【０００９】
【化１】

【００１０】
　（一般式（Ａ）中、Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子、又は炭素数１～４のアル
キル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。＊
は結合位置を表す。）
【００１１】

【化２】

【００１２】
　（一般式（Ｂ１）中、Ｒｂ１及びＲｂ２は、各々独立に、水素原子、アルキル基、アリ
ール基、アルケニル基、又は複素環基を表し、Ｒｂ１及びＲｂ２は互いに結合して環を形
成してもよい。Ｙｂ１及びＹｂ２は、各々独立に、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＲｂ３－（Ｒｂ

３は水素原子、アルキル基、アリール基、又はアルケニル基を表す。）、－Ｓｅ－、－Ｃ
（ＣＨ３）２－、及び－ＣＨ＝ＣＨ－からなる群より選ばれる二価の基を表す。Ｇｂ１及
びＧｂ２は、各々独立に、水素原子、シアノ基、アミド基、アルキルアミド基、アルコキ
シカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アリールカルボニル基、アル
キルスルファニル基、アリールスルファニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホ
ニル基、又はフルオロアルキルスルホニル基を表し、Ｇｂ１及びＧｂ２は互いに結合して
環を形成してもよい。ただし、Ｇｂ１及びＧｂ２が環を形成する場合は、形成する環中に
－Ｃ(＝Ｏ)－、－Ｃ（＝Ｓ）－、－ＮＲ１２－（Ｒ１２は水素原子、アルキル基、又はア
リール基を表す。）、－Ｎ＝ＣＲ１３－（Ｒ１３は水素原子、アルキル基、又はアリール
基を表す。）、－Ｏ－、及び－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の連結基を含んでいても
よい。Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ｇｂ１、及びＧｂ２で表される基の少なくとも
１つの基は、置換基として重合性基を含む。）
【００１３】
【化３】

【００１４】
　（一般式（Ｂ２）中、Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、
Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３は、各々独立に、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基
、アリール基、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルスルファニル基、アル
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キルアミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カ
ルボキシル基、又はスルホ基を表す。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９

、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３から選ばれる少なくとも２つが互いに結合
して環を形成してもよく、環を形成する場合は、形成する環中に－Ｓ－を介在していても
よい。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１

２及びＲｂ１３で表される基の少なくとも１つの基は、置換基として重合性基を含む。）
【００１５】
＜２＞　前記（成分ａ）が下記一般式（ＡＰ）で表される繰り返し単位を１分子中に２つ
以上有する＜１＞に記載のインク組成物。
【００１６】
【化４】

【００１７】
　（一般式（ＡＰ）中、Ｒａｐ１は水素原子又はメチル基を表す。Ｚａｐ１は単結合、－
ＣＯＯ－、又は－ＣＯＮＲａｘ１－を表し、Ｒａｘ１は水素原子又は炭素数１～４のアル
キル基を表す。Ｘａｐ１は二価の有機基を表す。Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子
又は炭素数１～４のアルキル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構
造を形成してもよい。）
【００１８】
＜３＞　前記一般式（Ｂ１）で表される化合物、又は前記一般式（Ｂ２）で表される化合
物が有する重合性基の数が１～２個である＜１＞又は＜２＞に記載のインク組成物。
【００１９】
＜４＞　前記（成分ｂ）のインク組成物全量に対する含有量が、０．１質量％～２０質量
％である＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載のインク組成物。
【００２０】
＜５＞　前記（成分ａ）及び（成分ｂ）の少なくとも一方が、さらに水溶性基を有し、該
水溶性基が、カルボキシル基、スルホ基、リン酸基、ホスホン酸基、およびこれらの塩、
４級アンモニウム塩、窒素原子又は酸素原子を含む複素環化合物から水素原子を１個除い
た残基、アミド基、カルバモイル基、アルコール性水酸基、並びにポリアルキレンオキシ
構造を有する基からなる群より選ばれる少なくとも１つの基である＜１＞～＜４＞のいず
れか１項に記載のインク組成物。
【００２１】
＜６＞　さらに、（成分ｄ）水を含有する、＜１＞～＜５＞のいずれか１項に記載のイン
ク組成物。
【００２２】
＜７＞　さらに、（成分ｅ）有機溶剤を含有する＜１＞～＜６＞のいずれか１項に記載の
インク組成物。
【００２３】
＜８＞　＜１＞～＜７＞のいずれか１項に記載のインク組成物を記録媒体上に付与するイ
ンク付与工程と、前記インク組成物に活性エネルギー線を照射する照射工程と、を含む画
像形成方法。
【００２４】
＜９＞　前記インク付与工程が、インクジェット法により前記インク組成物を付与する工
程である＜８＞に記載の画像形成方法。
【００２５】
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【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、インクジェット法により画像を記録する際の吐出性に優れ、記録した
画像の耐水性、耐溶剤性及び基材との密着性に優れたインク組成物を提供することができ
る。
　また、本発明によれば、該インク組成物を用いた画像形成方法、及び印画物を提供する
ことができる。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
≪インク組成物≫
　本発明では、（成分ａ）前記一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上と
、（成分ｂ）前記一般式（Ｂ１）で表される化合物及び前記一般式（Ｂ２）で表される化
合物からなる群から選ばれる化合物、並びに（成分ｃ）色材を含有するインク組成物を用
いることで、インクジェット法により画像を記録する際の吐出性に優れ、記録した画像の
耐水性、耐溶剤性及び基材との密着性に優れたインク組成物を得ることに成功した。
【００２８】
　なお、本明細書において「～」とは、その前後に記載される数値を下限値及び上限値と
して含む意味で使用される。
【００２９】
　本発明のメカニズムは明らかではないが、発明者は以下のように推察する。本発明では
、マレイミド構造を有する特定の化合物、増感色素成分を有する特定の化合物、及び色材
を用いることで、硬化膜を可塑化する低分子量成分の量を抑えられ、また、増感色素成分
は重合性基を置換基として有しており、硬化によって重合するので、さらに低分子量成分
の量を低減することができ、これらの作用によって、耐溶剤性、耐水性が向上し、増感色
素等の析出性が下がることで、インク組成物中の成分がインクジェットヘッドのノズル周
辺に析出しにくくなり、吐出性が向上したと考えられる。
【００３０】
　以下、本発明のインク組成物について詳細に説明する。
【００３１】
　本発明は、（成分ａ）一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有する化
合物、（成分ｂ）一般式（Ｂ１）で表される化合物及び一般式（Ｂ２）で表される化合物
からなる群から選ばれる化合物、並びに（成分ｃ）色材、を含有するインク組成物である
。
【００３２】
　以下、本発明のインク組成物における必須成分である（成分ａ）、（成分ｂ）、及び（
成分ｃ）について説明し、さらに、含んでもよい任意成分について説明する。
【００３３】
＜（成分ａ）一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有する化合物＞
　本発明に用いられる一般式（Ａ）で表される部分構造を１分子中に２つ以上有する化合
物は、一般式（Ａ）で表される部分構造を２つ以上有する化合物であれば制限することな
く使用できる。一般式（Ａ）で表される部分構造を２つ以上有する化合物を使用すること
で、インク組成物の架橋反応を進めることができる。
【００３４】
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【化５】

【００３５】
　（一般式（Ａ）中、Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子又は炭素数１～４のアルキ
ル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。＊は
結合位置を表す。）
【００３６】
　一般式（Ａ）において、Ｒａ及びＲｂは置換基を有していても、置換基を有していなく
てもよいが、置換基を有していないことが好ましい。
【００３７】
　Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を表す。炭素数
１～４のアルキル基は直鎖構造であっても分岐構造であってもよい。具体的には、メチル
基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル
基、ｔ－ブチル基等を表す。Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成し
てもよい。インク組成物を硬化した後の耐水性、耐溶剤性及び基材への密着性等といった
、インク硬化膜の膜物性の観点から、Ｒａ及びＲｂは各々独立に、炭素数１～２のアルキ
ル基、即ち、メチル基、又はエチル基であることが好ましく、メチル基であることが特に
好ましい。また、Ｒａ及びＲｂが互いに結合して４～６員の脂環構造を形成する場合は、
５～６員環であることが好ましく、６員環であることがより好ましい。
【００３８】
　（成分ａ）は、分子量３００～２，０００の低分子化合物であっても、重量平均分子量
５，０００以上の高分子化合物であってもよい。インク組成物を硬化した後の耐水性、耐
溶剤性及び基材への密着性等の観点から、（成分ａ）は重量平均分子量が５，０００以上
の高分子化合物であることが好ましい。
【００３９】
　（成分ａ）が、分子量３００～２，０００の低分子化合物である場合、（成分ａ）の１
分子中に、構造式（Ａ）で表される部分構造は２～６個含まれていることが好ましく、２
～４個含まれていることがより好ましく、２～３個含まれていることがさらに好ましく、
２個含まれていることが特に好ましい。ここで、化合物中に含まれる複数の一般式（Ａ）
で表される基は、同一であっても異なっていてもよい。
【００４０】
　（成分ａ）が分子量３００～２，０００の低分子化合物である場合、以下の一般式（Ａ
Ｌ）で表される化合物であることが好ましい。
【００４１】
【化６】

【００４２】
　一般式（ＡＬ）中、Ｒａ及びＲｂは、各々独立に、水素原子又は炭素数１～４のアルキ
ル基を表す。Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。Ｑは
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ｇ価の連結基を表す。ｇは２以上の整数を表す。
【００４３】
　一般式（ＡＬ）におけるＲａ及びＲｂは、既述の構造式（Ａ）におけるＲａ及びＲｂと
して例示したものと（好ましい例示も含めて）同様である。
【００４４】
　一般式（ＡＬ）において、Ｑはｇ価の連結基を表す。Ｑは炭化水素からｇ個の水素原子
が除去された残基であることが好ましい。Ｑが炭化水素からｇ個の水素原子が除去された
残基である場合、前記炭化水素中にはエーテル基、エステル基、アミノ基、アミド結合、
シリルエーテル基、チオール基等が存在していてもよい。前記炭化水素の炭素数は１～３
０であることが好ましく、１～２０であることがより好ましい。前記炭化水素は芳香族炭
化水素であることが好ましく、芳香族炭化水素としてはベンゼン、ナフタレン等が挙げら
れる。
【００４５】
　本発明のインク組成物が水を含んでいる場合、一般式（ＡＬ）において、Ｑは水溶性基
を有していることが好ましく、この場合、Ｑは水溶性基で置換された炭化水素からｇ個の
水素原子が除去された残基であることが好ましい。Ｑが水溶性基で置換された炭化水素か
らｇ個の水素原子が除去された残基である場合、前記炭化水素中にはエーテル基、エステ
ル基、アミノ基、アミド結合、シリルエーテル基、チオール基等が存在していてもよい。
前記炭化水素の炭素数は１～３０であることが好ましく、１～２０であることがより好ま
しい。前記炭化水素は芳香族炭化水素であることが好ましく、芳香族炭化水素としてはベ
ンゼン、ナフタレン等が挙げられる。
　また、Ｑが有する水溶性基としては、カルボン酸基、スルホン酸基、リン酸基、ホスホ
ン酸基、及びその金属塩、アンモニウム塩、アルキルアンモニウム塩等が挙げられる。
【００４６】
　一般式（ＡＬ）において、ｇは２以上の整数を表し、２～６であることが好ましく、２
～４であることがより好ましく、２～３であることがさらに好ましく、２であることが特
に好ましい。
【００４７】
　（成分ａ）が分子量３００～２，０００の低分子化合物である場合、本発明では以下の
化合物（ＡＬ－１）～（ＡＬ－３）を好ましく用いることができる。
【００４８】
【化７】
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【００４９】
　（成分ａ）が、重量平均分子量５，０００以上の高分子化合物である場合、（成分ａ）
の１分子中に、一般式（Ａ）で表される部分構造を２つ以上含有していればよく、一般式
（Ａ）で表される部分構造の数に特に制限はないが、２つ以上５００以下が好ましく、１
０以上２００以下がさらに好ましい。また（成分ａ）が高分子化合物である場合、構造式
（Ａ）で表される部分構造の２つ以上が高分子化合物の側鎖に存在することがより好まし
い。
【００５０】
　インク組成物をインクジェット法により吐出する際の吐出性等の観点から、（成分ａ）
が高分子化合物である場合の重量平均分子量は５，０００～２００，０００であることが
好ましく、７，０００～１００，０００であることがより好ましく、１０，０００～５０
，０００であることがさらに好ましく、１０，０００～４０，０００であることが特に好
ましい。
【００５１】
　なお重量平均分子量は、ゲル透過クロマトグラフ（ＧＰＣ）で測定される。ＧＰＣは、
例えば、ＨＬＣ－８０２０ＧＰＣ（東ソー（株）製）を用い、カラムとしてＴＳＫｇｅｌ
　ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ、ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺ４０００、ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕ
ｐｅｒＨＺ２００（東ソー（株）製、４．６ｍｍＩＤ×１５ｃｍ）を、溶離液としてＴＨ
Ｆ（テトラヒドロフラン）を用いる。
【００５２】
　（成分ａ）が、重量平均分子量５，０００以上の高分子化合物である場合、高分子化合
物の側鎖または末端に一般式（Ａ）で表される部分構造を有する高分子化合物であれば、
高分子構造に限定はなく、ポリ（メタ）アクリレート、ポリエステル、ポリエチレンイミ
ン、ポリスチレン等の高分子構造を使用することが好ましく、（成分ａ）は、ポリ（メタ
）アクリレート構造を有することがより好ましい。
【００５３】
　（成分ａ）が高分子化合物である場合、（成分ａ）は下記一般式（ＡＰ）で表される繰
り返し単位を含む高分子化合物であることが好ましい。
【００５４】
【化８】

【００５５】
　一般式（ＡＰ）中、Ｒａｐ１は水素原子又はメチル基を表し、Ｚａｐ１は単結合、－Ｃ
ＯＯ－又は－ＣＯＮＲａｘ１－を表し、Ｒａｘ１は水素原子または炭素数１～４のアルキ
ル基を表し、Ｘａｐ１は二価の有機基を表し、Ｒａ及びＲｂは各々独立に水素原子又は炭
素数１～４のアルキル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形
成してもよい。
【００５６】
　一般式（ＡＰ）において、Ｒａ及びＲｂは各々独立に、水素原子又は炭素数１～４のア
ルキル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。
式（ＡＰ）におけるＲａ及びＲｂは、既述の一般式（Ａ）におけるＲａ及びＲｂとして例
示したものと（好ましい例示も含めて）同様である。
【００５７】
　一般式（ＡＰ）において、Ｒａｐ１は水素原子又はメチル基を表す。Ｒａｐ１はメチル
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【００５８】
　一般式（ＡＰ）において、Ｚａｐ１は単結合、－ＣＯＯ－又は－ＣＯＮＲａｘ１－を表
す。Ｚａｐ１は－ＣＯＯ－であることが好ましい。
　また、Ｒａｘ１は水素原子または炭素数１～４のアルキル基を表す。炭素数１～４のア
ルキル基は、直鎖構造であっても分岐構造であってもよい。具体的には、メチル基、エチ
ル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－
ブチル基を表す。Ｒａｘ１は水素原子または炭素数１～２のアルキル基、即ち、メチル基
、又は、エチル基であることが好ましく、水素原子であることが特に好ましい。なお、Ｒ
ａｘ１は置換基を有していても、置換基を有していなくてもよいが、置換基を有していな
いことが好ましい。
【００５９】
　一般式（ＡＰ）において、Ｘａｐ１は二価の有機基を表す。二価の有機基としては、炭
素数２～２０のアルキレン基であることが好ましい。前記アルキレン基は直鎖構造であっ
ても分岐構造であっても環状構造であってもよい。また、アルキレン基中には、エーテル
結合、エステル結合、アミド結合、ウレタン結合、アリーレン基が存在していてもよい。
Ｘａｐ１がアルキレン基である場合の炭素数は２～２０であることが好ましく、炭素数２
～１２であることがより好ましく、炭素数２～８であることがさらに好ましい。
【００６０】
　一般式（ＡＰ）において、Ｒａ及びＲｂは各々独立に炭素数１～２のアルキル基であり
、Ｒａｐ１はメチル基であり、Ｚａｐ１は－ＣＯＯ－であり、Ｘａｐ１は炭素数２～１２
のアルキレン基であることが好ましい。
【００６１】
　（成分ａ）が上記一般式（ＡＰ）で表される構造を含む高分子化合物である場合、当該
高分子化合物は下記一般式（ＡＰ－Ｍ）で表される単量体を重合して得られる高分子化合
物であることが好ましい。
　また、インク組成物を硬化した後の膜物性を制御する観点からその他の単量体を共重合
成分に含んでいることが好ましい。
【００６２】
【化９】

【００６３】
　一般式（ＡＰ－Ｍ）におけるＲａ、Ｒｂ、Ｒａｐ１、Ｚａｐ１、及びＸａｐ１は、既述
の一般式（ＡＰ）における定義と（好ましい例示も含めて）同様である。
【００６４】
　一般式（ＡＰ－Ｍ）で表される単量体の好ましい例としては、以下の化合物（ＡＰ－Ｍ
１）～（ＡＰ－Ｍ１６）を挙げることができるが、本発明はこれらに限定されない。
【００６５】
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【００６６】

【化１１】

【００６７】
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【化１２】

【００６８】
【化１３】

【００６９】
　本発明のインク組成物は(成分ｄ）水を含んでいてもよく、インク組成物が水を含んで
いる場合、（成分ａ）及び（成分ｂ）の少なくとも一方は、水溶性基を有していることが
望ましい。
【００７０】
　（成分ａ）が水溶性基を有する場合は、（成分ａ）の１ｇを３０ｍｌ未満の水で溶解、
又は、分散できることが好ましく、２０ｍｌ未満の水で溶解、又は、分散できることがよ
り好ましく、１０ｍｌ未満の水で溶解、又は、分散できることが特に好ましい。（成分ａ
）は水溶性であることが好ましい。
【００７１】
　本発明の（成分ａ）は水溶性基を有することが好ましく、（成分ａ）における水溶性基
は、（成分ａ）の化合物に水溶性もしくは水分散性を持たせることが可能な基であれば限
定されない。（成分ａ）が有してもよい水溶性基としては、ノニオン性水溶性基でもよい
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【００７２】
　本発明で用いられるノニオン性水溶性基としては、限定的ではないが、例えば、窒素原
子又は酸素原子を含む複素環化合物から水素原子を１個除いた残基、アミド基、カルバモ
イル基、アルキル置換カルバモイル基、アルコール性水酸基、及びポリアルキレンオキシ
構造を有する基等が挙げられ、カルバモイル基、アルキル置換カルバモイル基、アルコー
ル性水酸基、及びポリアルキレンオキシ構造を有する基が好ましく、アルコール性水酸基
、及びポリアルキレンオキシ構造を有する基が更に好ましい。
【００７３】
　前記窒素原子又は酸素原子を含む複素環化合物としては、γ―ブチロラクトン等のラク
トン類、２－ピロリドン、エチレンウレア等の環状ウレア類、エチレンカーボネート、プ
ロピレンカーボネート等の環状カーボネート類、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサ
ン等の環状エーテル類、１２－クラウン－４等のクラウンエーテル類が挙げられる。
【００７４】
　前記アミド基としては、限定的ではないが、例えば、下記一般式（１１）で表される基
が好ましく挙げられる。
【００７５】
【化１４】

【００７６】
　一般式（１１）中、Ｒ１ａ及びＲ１ｂは、各々独立に、水素原子又はアルキル基を表す
。Ｒ１ａ及びＲ１ｂは互いに結合して４～６員環を形成していてもよい。＊は結合位置を
表す。
【００７７】
　前記アルキル置換カルバモイル基としては、カルバモイル基のＮに結合する水素原子が
アルキル基で置換されたモノアルキルカルバモイル基、又は、カルバモイル基のＮに結合
する２つの水素原子がアルキル基で置換されたジアルキルカルバモイル基が挙げられる。
具体的には、下記一般式（１２）で表される基が好ましく挙げられる。
【００７８】
【化１５】

【００７９】
　一般式（１２）中、Ｒ２ａ及びＲ２ｂは、各々独立に、水素原子又はアルキル基を表す
。Ｒ２ａ及びＲ２ｂは互いに結合して４～６員環を形成していてもよい。＊は結合位置を
表す。
【００８０】
　前記ポリアルキレンオキシ構造を有する基としては、限定的ではないが、例えば、下記
一般式（１３）で表される基が好ましく挙げられる。
【００８１】
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【化１６】

【００８２】
　一般式（１３）中、Ｒ３ａはアルキレン基を表し、Ｒ３ｂは水素原子又はアルキル基を
表す。ｎ３は、４～５０の整数を表す。複数存在するＲ３ａは各々同一であっても異なっ
ていてもよい。＊は結合位置を表す。
【００８３】
　本発明で用いられるイオン性水溶性基としては、カルボキシル基、スルホ基、リン酸基
、ホスホン酸基、及びこれらの塩、並びに４級アンモニウム塩からなる群から選ばれる基
であることが好ましい。塩としては、金属塩やオニウム塩等が挙げられる。
　イオン性水溶性基としては、カルボキシル基、スルホ基、リン酸基、ホスホン酸基、及
びこれらの塩からなる群から選ばれる基であることがより好ましく、カルボキシル基、ス
ルホ基、及びこれらの塩からなる群から選ばれる基であることがさらに好ましく、カルボ
キシル基及びこの塩であることが特に好ましい。
【００８４】
　なお、（成分ａ）中の水溶性基の個数は、（成分ａ）が水溶性もしくは水分散性を有す
る限り限定的でなく、例えば１個でも複数でもよく、その数は、水溶性基の種類、分子量
等に応じて適宜選択される。水溶性基が複数存在する場合、それらは同一であっても異な
っていてもよい。
【００８５】
　（成分ａ）が高分子化合物である場合、当該高分子化合物は前記一般式（ＡＰ）の構造
に加えて、下記一般式（ＡＰ―Ｃ）の構造を有していてもよい。
【００８６】

【化１７】

【００８７】
　一般式（ＡＰ－Ｃ）において、Ｒａｐ２は水素原子又はメチル基を表す。Ｚａｐ２は－
ＣＯＯ－、－ＣＯＮＲａｘ２－または単結合を表し、Ｒａｘ２は水素原子又は炭素数１～
４のアルキル基を表す。Ｘａｐ２は単結合、アルキレン基、アリーレン基及びアラルキレ
ン基からなる群から選ばれる基を表す。Ａａは水溶性基を表す。
　Ａａで表される水溶性基としては、好ましい範囲も含めて、既述の水溶性基と同様のも
のを挙げることができる。
【００８８】
　一般式（ＡＰ－Ｃ）において、Ｒａｐ２は水素原子であり、Ｚａｐ２は－ＣＯＯ－であ
り、Ｘａｐ２は単結合、炭素数２～８のアルキレン基又は炭素数６～１０のアリーレン基
であり、Ａａはカルボキシル基、又はスルホ基であることが好ましい。
【００８９】
　上記一般式（ＡＰ－Ｃ）で表される構造は、下記一般式（ＡＰ－Ｃ－Ｍ）で表される単
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【００９０】
【化１８】

【００９１】
　一般式（ＡＰ－Ｃ－Ｍ）において、Ｒａｐ２、Ｚａｐ２、Ｘａｐ２、及びＡａは前記一
般式（ＡＰ－Ｃ）における定義と好ましい範囲も含めて同様である。
【００９２】
　一般式（ＡＰ－Ｃ－Ｍ）で表される単量体の好ましい例としては、以下の化合物（ＡＰ
－Ｃ－Ｍ１）～（ＡＰ－Ｃ－Ｍ２７）を挙げることができるが、本発明はこれらに限定さ
れない。
【００９３】
【化１９】

【００９４】
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【化２０】

【００９５】

【化２１】

【００９６】
　一般式（ＡＰ－Ｍ）で表される単量体および一般式（ＡＰ－Ｃ－Ｍ）に代表される構造
を有する単量体と共重合し得るその他の単量体としては、スチレン、ｐ－メトキシスチレ
ン、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、アリル（メタ）アクリ
レート、ブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキ
シル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレー
ト、ステアリル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ボルニル
（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレ
ート、２－エチヘキシルジグリコール（メタ）アクリレート、ブトキシエチル（メタ）ア
クリレート、ブトシキメチル（メタ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）アクリ
レート、２－（２－メトキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、２－（２－ブトキ
シエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、２，２，２－テトラフルオロエチル（メタ）
アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロデシル（メタ）アクリレート、４
－ブチルフェニル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、２，４，５－
テトラメチルフェニル（メタ）アクリレート、４－クロロフェニル（メタ）アクリレート
、フェノキシメチル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、グ
リシジル（メタ）アクリレート、グリシジロキシブチル（メタ）アクリレート、グリシジ
ロキシエチル（メタ）アクリレート、グリシジロキシプロピル（メタ）アクリレート、テ
トラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
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クリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ
）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ブトキシジエチレング
リコール（メタ）アクリレート、トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、ペルフルオ
ロオクチルエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メ
タ）アクリレート、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
ｐ－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリルアミド、ｐ－スルファモイルフェニル（メタ）
アクリルアミドが挙げられる。なお、上記以外の公知のモノマーを、必要に応じて使用す
ることもできる。
【００９７】
　（成分ａ）が共重合体である場合、下記一般式（Ａ－ｐｏｌｙ）で表される構造をして
いてもよい。
【００９８】
【化２２】

【００９９】
　一般式（Ａ－ｐｏｌｙ）中、Ｒａｐ３は水素原子又はメチル基を表す。Ｚａｐ３は－Ｃ
ＯＯ－、－ＣＯＮＲａｘ３－又は単結合を表し、Ｒａｘ３は水素原子又は炭素数１～４の
アルキル基を表す。Ｙａｐ３は水素原子、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数６～２０
のアリール基又は炭素数７～２０のアラルキル基を表す。ａ１、ｂ１及びｃ１は高分子化
合物における共重合比を表し、ａ１、ｂ１及びｃ１の総和は１００となる。
　一般式（Ａ－ｐｏｌｙ）におけるＲａ、Ｒｂ、Ｒａｐ１、Ｚａｐ１及びＸａｐ１はそれ
ぞれ、一般式（ＡＰ）におけるＲａ、Ｒｂ、Ｒａｐ１、Ｚａｐ１及びＸａｐ１と好ましい
範囲も含めて同様である。
【０１００】
　（成分ａ）として、以下の化合物を挙げることができるが、本発明はこれに限定されな
い。
【０１０１】
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【０１０２】
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【０１０３】
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【０１０４】
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【０１０５】
　さらに、下記の化合物も例示することができる。下記の例示化合物ａ－Ａにおいて、「
Ｍｅ」はメチル基を表し、「Ｂｕ」はｎ－ブチル基を表す。組成比は、質量基準であり、
重量平均分子量は２．１万である。
　下記化合物は、以下の合成スキームで合成することができる。下記の合成スキームで「
ＭＣＰＢＡ」はメタクロロ過安息香酸を表し、「Ｖ－６０１」はジメチル－２，２－アゾ
ビス（２－メチルプロピオネート）を表す。
【０１０６】
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【０１０７】
【化２８】

【０１０８】
　また、下記の化合物も例示することができる。下記の例示化合物ａ－Ｂにおいて、「Ｍ
ｅ」はメチル基を表し、「Ｂｕ」はｎ－ブチル基を表す。組成比は、質量基準であり、重
量平均分子量は２．５万である。
　下記化合物は、以下の合成スキームで合成することができる。下記の合成スキームで「
ＭＣＰＢＡ」「Ｖ－６０１」は前述の通り。
【０１０９】
【化２９】

【０１１０】
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【化３０】

【０１１１】
　本発明における（成分ａ）やその前駆体は、一般的には公知慣用の方法により製造する
ことができる。例えば、例示化合物（ＡＬ－１）～（ＡＬ－３）のような低分子化合物は
、米国特許公開公報ＵＳ２００９／０２２４２０３Ａ１、Ｓｙｎｌｅｔｔ　１３巻２１７
２～２１７６頁（２００９年）、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃ
ｅ　Ｐａｒｔ　Ａ－１　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　１０巻６号１６８７～１
６９９頁（１９７２年）等に記載の方法を参考にして製造できる。例示化合物（ＡＰ－Ｍ
１）～（ＡＰ－Ｍ１６）のような高分子化合物の前駆体となるアクリレート類は、特開昭
５２－９８８号公報、特開平４－２５１２５８号公報等に記載の方法を参考にして製造で
きる。例示化合物（ＡＰ－Ｃ－Ｍ１）～（ＡＰ－Ｃ－Ｍ２７）のような高分子化合物の前
駆体となる化合物は、いずれも市販の化合物、または、市販の化合物の酸性基をアルカリ
金属の水酸化物等により中和したものである。例示化合物（Ａ－１）～（Ａ－３１）のよ
うな高分子化合物は、前記の前駆体を公知の重合方法により重合し、必要に応じて酸性基
をアルカリ金属の水酸化物等により中和することにより得ることができ、例えば、特開昭
５２－９８８号公報、特開昭５５－１５４９７０号公報、Ｌａｎｇｍｕｉｒ　１８巻１４
号５４１４～５４２１頁（２００２年）等に記載の重合方法準じた方法で製造することが
できる。
【０１１２】
　（成分ａ）のインク組成物中における含有量としては、１～５０質量％が好ましく、２
～３５質量％がより好ましく、３～３０質量％がさらに好ましい。
【０１１３】
＜（成分ｂ）＞
　本発明のインク組成物は、（成分ｂ）下記一般式（Ｂ１）で表される化合物及び下記一
般式（Ｂ２）で表される化合物からなる群から選ばれる少なくとも１種の化合物を含む。
　まず、一般式（Ｂ１）で表される化合物について詳細に説明する。
【０１１４】

【化３１】

【０１１５】
　一般式（Ｂ１）中、Ｒｂ１及びＲｂ２は、各々独立に、水素原子、アルキル基、アリー
ル基、アルケニル基、又は複素環基を表し、Ｒｂ１及びＲｂ２は互いに結合して環を形成
してもよい。Ｙｂ１及びＹｂ２は、各々独立に、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＲｂ３－（Ｒｂ３

は水素原子、アルキル基、アリール基、又はアルケニル基を表す。）、－Ｓｅ－、－Ｃ（
ＣＨ3）2－及び－ＣＨ＝ＣＨ－からなる群より選ばれる二価の基を表す。Ｇｂ１及びＧｂ
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２は、各々独立に、水素原子、シアノ基、アミド基、アルキルアミド基、アルコキシカル
ボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アリールカルボニル基、アルキルス
ルファニル基、アリールスルファニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基
、又はフルオロアルキルスルホニル基を表し、Ｇｂ１及びＧｂ２は互いに結合して環を形
成してもよい。ただし、Ｇｂ１及びＧｂ２が環を形成する場合は、形成する環中に－Ｃ(
＝Ｏ)－、－Ｃ（＝Ｓ）－、－ＮＲ１２－（Ｒ１２は水素原子、アルキル基、又はアリー
ル基を表す。）、－Ｎ＝ＣＲ１３－（Ｒ１３は水素原子、アルキル基、又はアリール基を
表す。）、－Ｏ－及び－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の連結基を含んでいてもよい。
Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ｇｂ１、及びＧｂ２で表される基の少なくとも１つの
基は、置換基として重合性基を含む。
【０１１６】
　Ｒｂ１及びＲｂ２は、各々独立に、水素原子、アルキル基、アリール基、アルケニル基
、又は複素環基を表し、Ｒｂ１及びＲｂ２は互いに結合して環を形成してもよい。前記ア
ルキル基、アリール基、アルケニル基、及び複素環基は、置換基を有していても、置換基
を有していなくてもよい。
　Ｒｂ１及びＲｂ２は、各々独立に、水素原子、アルキル基、又はアルケニル基であるこ
とが好ましく、水素原子、又はアルキル基であることがさらに好ましい。
【０１１７】
　Ｒｂ１及びＲｂ２の少なくとも一方がアルキル基である場合、炭素数１～１２のアルキ
ル基であることが好ましく、炭素数１～４のアルキル基であることがさらに好ましい。ア
ルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル
基、イソブチル基、sec－ブチル基、tert－ブチル基、ペンチル基、イソペンチル基、ネ
オペンチル基、１－エチルプロピル基、ヘキシル基、イソヘキシル基、１，１－ジメチル
ブチル基、２，２－ジメチルブチル基、３，３－ジメチルブチル基、２－エチルブチル基
、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基などが挙げられる。
【０１１８】
　Ｒｂ１及びＲｂ２の少なくとも一方がアリール基である場合、炭素数６～２０のアリー
ル基であることが好ましく、炭素数６～１０のアリール基であることがさらに好ましい。
アリール基としては、例えば、フェニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナントリル
基、アセナフチレニル基、ビフェニリル基などが挙げられる。なかでも、フェニル基、１
－ナフチル基、２－ナフチル基などが挙げられる。
【０１１９】
　Ｒｂ１及びＲｂ２の少なくとも一方がアルケニル基である場合、炭素数２～１２のアル
ケニル基であることが好ましく、炭素数２～６のアルケニル基であることがさらに好まし
い。アルケニル基としては、例えば、エテニル基、１－プロペニル基、２－プロペニル基
、２－メチル－１－プロペニル基、１－ブテニル基、２－ブテニル基、３－ブテニル基、
３－メチル－２－ブテニル基、１－ペンテニル基、２－ペンテニル基、３－ペンテニル基
、４－ペンテニル基、４－メチル－３－ペンテニル基、１－ヘキセニル基、３－ヘキセニ
ル基、５－ヘキセニル基、１－ヘプテニル基、１－オクテニル基などが挙げられる。
【０１２０】
　Ｒｂ１及びＲｂ２の少なくとも一方が複素環基である場合、環構成原子として炭素原子
以外に酸素原子、硫黄原子および窒素原子から選ばれるヘテロ原子を１ないし４個含有す
る５～７員の単環式非芳香族複素環基および縮合非芳香族複素環基等が挙げられる。該縮
合非芳香族複素環基としては、例えば、これら５～７員の単環式非芳香族複素環基と、１
ないし２個の窒素原子を含む６員環、ベンゼン環または１個の硫黄原子を含む５員環とが
縮合した基等が挙げられる。非芳香族複素環基には、橋かけ環式のものも含まれる。
　非芳香族複素環基の具体的な例としては、ピロリジニル（例、１－ピロリジニル、２－
ピロリジニル、３－ピロリジニル）、ピペリジニル（例、ピペリジノ）、モルホリニル（
例、モルホリノ）、チオモルホリニル（例、チオモルホリノ）、ピペラジニル（例、１－
ピペラジニル）、ヘキサメチレンイミニル（例、ヘキサメチレンイミン－１－イル）、オ
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キサゾリジニル（例、オキサゾリジン－３－イル）、チアゾリジニル（例、チアゾリジン
－３－イル）、イミダゾリジニル（例、イミダゾリジン－３－イル）、オキソイミダゾリ
ジニル（例、２－オキソイミダゾリジン－１－イル）、ジオキソイミダゾリジニル（例、
２，４－ジオキソイミダゾリジン－３－イル）、ジオキソオキサゾリジニル（例、２，４
－ジオキソオキサゾリジン－３－イル、２，４－ジオキソオキサゾリジン－５－イル、２
，４－ジオキソオキサゾリジン－１－イル）、ジオキソチアゾリジニル（例、２，４－ジ
オキソチアゾリジン－３－イル、２，４－ジオキソチアゾリジン－５－イル）、ジオキソ
イソインドリニル（例、１，３－ジオキソイソインドリン－２－イル）、オキソオキサジ
アゾリジニル（例、５－オキソオキサジアゾリジン－３－イル）、オキソチアジアゾリジ
ニル（例、５－オキソチアジアゾリジン－３－イル）、オキソピペラジニル（例、３－オ
キソピペラジン－１－イル）、ジオキソピペラジニル（例、２，３－ジオキソピペラジン
－１－イル、２，５－ジオキソピペラジン－１－イル）、オキソジオキソリル（例、２－
オキソ－１，３－ジオキソール－４－イル）、オキソジオキソラニル（例、２－オキソ－
１，３－ジオキソラン－４－イル）、３－オキソ－１，３－ジヒドロ－２－ベンゾフラニ
ル（例、３－オキソ－１，３－ジヒドロ－２－ベンゾフラン－１－イル）、オキソジヒド
ロオキサジアゾリル（例、５－オキソ－４，５－ジヒドロ－１，２，４－オキサジアゾー
ル－３－イル）、オキソジヒドロピラゾリル（例、５－オキソ－４，５－ジヒドロ－１Ｈ
－ピラゾール－３－イル）、４－オキソ－２－チオキソ－１，３－チアゾリジン－５－イ
ル、４－オキソ－２－チオキソ－１，３－オキサゾリジン－５－イル、テトラヒドロピラ
ニル（例、４－テトラヒドロピラニル）、４－オキソ－４，５，６，７－テトラヒドロ－
１－ベンゾフラニル（例、４－オキソ－４，５，６，７－テトラヒドロ－１－ベンゾフラ
ン－３－イル）、１，３（２Ｈ，５Ｈ）－ジオキソテトラヒドロイミダゾ［１，５－ａ］
ピリジニル、１，３（２Ｈ，５Ｈ）－ジオキソ－１０，１０ａ－ジヒドロイミダゾ［１，
５－ｂ］イソキノリニル、アザビシクロオクチル（例、１－アザビシクロ［２．２．２］
オクタン－２－イル、１－アザビシクロ［２．２．２］オクタン－３－イル）などが挙げ
られる。
【０１２１】
　Ｒｂ１及びＲｂ２が互いに結合して環を形成する場合は、ベンゼン環またはナフタレン
環を形成することが好ましく、ベンゼン環を形成することがより好ましい。さらに、Ｒｂ

１及びＲｂ２が互いに結合して形成した環構造は置換基により置換されていてもよく、好
ましい置換基としては、ハロゲン原子（例えば、フッ素、塩素、臭素等）、メチル、エチ
ル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｔ－ブチル等の炭素数１～１２個のアル
キル基、フェニル基、ナフチル基等の炭素数６～１０個のアリール基、炭素数３～１０個
のアリル基、メトキシ基、エトキシ基等の炭素数１～６個のアルコキシ基が挙げられる。
【０１２２】
　Ｙｂ１及びＹｂ２は、各々独立に、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＲｂ３－（Ｒｂ３は水素原子
、アルキル基、アリール基又はアルケニル基を表す。）、－Ｓｅ－、－Ｃ（ＣＨ3）2－及
び－ＣＨ＝ＣＨ－からなる群より選ばれる二価の基を表す。前記アルキル基、アリール基
及びアルケニル基は、置換基を有していても、置換基を有していなくてもよい。
　Ｙｂ１及びＹｂ２は各々独立に－Ｏ－、－Ｓ－又は－ＮＲｂ３－であることが好ましく
、－Ｓ－又は－ＮＲｂ３－であることがさらに好ましく、－Ｓ－であることが特に好まし
い。
【０１２３】
　Ｒｂ３がアルキル基である場合、炭素数は１～８であることが好ましく、１～４である
ことがさらに好ましい。
　Ｒｂ３がアリール基である場合、炭素数は６～１０であることが好ましく、６であるこ
とがさらに好ましい。
　Ｒｂ３がアルケニル基である場合、炭素数は２～８であることが好ましく、２～４であ
ることがさらに好ましい。
　Ｒｂ３が有していてもよい置換基としては、カルボキシル基等が好ましい。
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【０１２４】
　Ｇｂ１及びＧｂ２は、各々独立に、水素原子、シアノ基、アミド基、アルキルアミド基
、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、アリールカルボニ
ル基、アルキルスルファニル基、アリールスルファニル基、アルキルスルホニル基、アリ
ールスルホニル基又はフルオロアルキルスルホニル基を表し、Ｇｂ１及びＧｂ２は互いに
結合して環を形成してもよい。ただしＧｂ１及びＧｂ２が環を形成する場合は、形成する
環中に－Ｃ(＝Ｏ)－、－Ｃ（＝Ｓ）－、－ＮＲ１２－（Ｒ１２は水素原子、アルキル基又
はアリール基を表す。）、－Ｎ＝ＣＲ１３－（Ｒ１３は水素原子、アルキル基又はアリー
ル基を表す。）、－Ｏ－及び－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の連結基を含んでいても
よい。
　前記アミド基、アルコキシカルボニル基、アリールオキシカルボニル基、アシル基、ア
リールカルボニル基、アルキルスルファニル基、アリールスルファニル基、アルキルスル
ホニル基、アリールスルホニル基及びフルオロアルキルスルホニル基は置換基を有してい
ても、置換基を有していなくてもよい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２は、各々独立に、アミド基、アシル基又はアルキルスルファニル基で
あることが好ましく、アミド基又はアルキルスルファニル基であることがさらに好ましい
。
【０１２５】
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアルキルアミド基である場合、炭素数は２～８で
あることが好ましく、２～４であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアルコキシカルボニル基である場合、炭素数は２
～８であることが好ましく、２～４であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアリールオキシカルボニル基である場合、炭素数
は７～１５であることが好ましく、７～１１であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアシル基である場合、炭素数は２～８であること
が好ましく、２～４であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアリールカルボニル基である場合、炭素数は７～
１５であることが好ましく、７～１１であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアルキルスルファニル基である場合、炭素数は１
～８であることが好ましく、１～４であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアリールスルファニル基である場合、炭素数は６
～１４であることが好ましく、６～１０であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアルキルスルホニル基である場合、炭素数は１～
８であることが好ましく、１～４であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がアリールスルホニル基である場合、炭素数は６～
１４であることが好ましく、６～１０であることがさらに好ましい。
　Ｇｂ１及びＧｂ２の少なくとも一方がフルオロアルキルスルホニル基である場合、炭素
数は１～８であることが好ましく、１～４であることがさらに好ましい。
【０１２６】
　Ｒ１２がアルキル基である場合、炭素数は１～８であることが好ましく、１～４である
ことがさらに好ましい。Ｒ１２がアリール基である場合、炭素数は６～１４であることが
好ましく、６～１０であることがさらに好ましい。前記Ｒ１２におけるアルキル基及びア
リール基は置換基を有していても有していなくてもよい。
　Ｒ１３がアルキル基である場合、炭素数は１～８であることが好ましく、１～４である
ことがさらに好ましい。Ｒ１３がアリール基である場合、炭素数は６～１４であることが
好ましく、６～１０であることがさらに好ましい。前記Ｒ１３におけるアルキル基及びア
リール基は置換基を有していても有していなくてもよい。
【０１２７】
　Ｇｂ１及びＧｂ２が互いに結合して環を形成する場合の環としては、通常メロシアニン
色素で酸性核として用いられるもので、例えば以下のものを挙げることができる。 
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【０１２８】
（１）１，３－ジカルボニル核、例えば１，３－インダンジオン、１，３－シクロヘキサ
ンジオン、５，５－ジメチル－１，３－シクロヘキサンジオン、１，３－ジオキサン－４
，６－ジオン、
（２）ピラゾリノン核、例えば３－メチル－１－フェニル－２－ピラゾリン－５－オン、
１－フェニル－２－ピラゾリン－５－オン、１－（２－ベンゾチアゾリン）－３－メチル
－２－ピラゾリン－５－オン、
（３）イソオキサゾリノン核、例えば３－フェニル－２－イソオキサゾリン－５－オン、
３－メチル－２－イソオキサゾリン－５－オン等、
（４）オキシインドール核、例えば１－アルキル－２，３－ジヒドロ－２－オキシインド
ール、
（５）２，４，６－トリケトヘキサヒドロピリミジン核、例えばバルビツル酸又は２－チ
オバルビツル酸及びその誘導体。かかる誘導体としては、１－メチル、１－エチル等の１
－アルキル体、１，３－ジエチル、１，３－ジブチル等の１，３－ジアルキル体、１，３
－ジフェニル、１，３－ジ（ｐ－クロロフェニル）、１，３－ジ（ｐ－エトキシカルボニ
ルフェニル）等の１，３－ジアリール体、１－エチル－３－フェニル等の１－アルキル－
３－アリール体の他に、１－アリル－３－カルボキシペンチル、１，３－ビス（カルボキ
ルペンチル）、１－カルボキルプロピル－３－フェニル、１－カルボキシプロピル－３－
（４－ヒドロキシフェニル）、１－カルボキシフェニル－３－フェニル、１，３－ビス（
カルボキシフェニル）、１－アリル－３－｛２－（Ｎ－フェニルスルフェモイル）エチル
｝、１－エチル－３－｛２－（Ｎ－ベンゾイルスルファモイル）エチル｝、１，３－ビス
（ヒドロキシフェニル）、１－アリル－３－｛２－（ベンゼンスルホニルアミノスルホニ
ル）エチル｝など１位及び／又は３位に官能基を有するもの、
（６）２－チオ－２，４－チアゾリジンジオン核、例えばローダニン及びその誘導体。か
かる誘導体としては３－エチルローダニン、３－アリルローダニン等の３－アルキルロー
ダニン、３－フェニルスーダニン等の３－アリ－ルローダニン、３－カルボキシメチルロ
ーダニン、３－カルボキシエチルローダニン等の３－カルボキシアルキルローダニン、３
－カルボキシフェニルローダニン等の３－カルボキシアリールローダニン等が挙げられる
。
（７）２－チオ－２，４－オキサゾリジンジオン（２－チオ－２，４－（３Ｈ，５Ｈ）－
オキサゾールジオン）核、例えば２－エチル－２－チオ－２，４－オキサゾリジンジオン
、
（８）チアナフテノン核、例えば３（２Ｈ）－チアナフテノン及び３（２Ｈ）－チアナフ
テノン－１，１－ジオキサイド、
（９）２－チオ－２，５－チアゾリジンジオン核、例えば３－エチル－２－チオ－２，５
－チアゾリジンジオン、
（１０）２，４－チアゾリジンジオン核、例えば２，４－チアゾリジンジオン、３－エチ
ル－２，４－チアゾリジンジオン、３－フェニル－２，４－チアゾリジンジオン、
【０１２９】
（１１）チアゾリジノン核、例えば４－チアゾリジノン、３－エチル－４－チアゾリジノ
ン、
（１２）４－チアゾリノン核、例えば２－エチルメルカプト－５－チアゾリン－４－オン
、２－アルキルフェニルアミノ－５－チアゾリン－４－オン、
（１３）２－イミノ－２－オキソゾリン－４－オン（凝ヒダントイン）核、
（１４）２，４－イミダゾリジンジオン（ヒダントイン）核、例えば、２，４－イミダゾ
リジンジオン、３－エチル－２，４－イミダゾリジンジオン、
（１５）２－チオ－２，４－イミダゾリジンジオン（２－チオヒダントイン）核、例えば
２－チオ－２，４－イミダゾリジンジオン、３－エチル－２－チオ－２，４－イミダゾリ
ジンジオン、
（１６）２－イミダゾリン－５－オン核、例えば２－ｎ－プロピル－メルカプト－２－イ
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ミダゾリン－５－オン、
（１７）フラン－５－オン、
（１８）４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン核もしくは４－ヒドロキシ－２（１Ｈ
）－ピリジノン核、例えばＮ－メチル－４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン、Ｎ－
ｎ－ブチル－４－ヒドロキシ－２（１Ｈ）－キノリノン、Ｎ－メチル－４－ヒドロキシ－
２（１Ｈ）－ピリジノン、
（１９）置換もしくは非置換の４－ヒドロキシ－２Ｈ－ピラン－２－オン、４－ヒドロキ
シクマリン、
（２０）置換もしくは非置換のチオインドキシル、例えば５－メチルチオインドキシル。
【０１３０】
　これらの酸性核として用いられるものの中でも、（１）１，３－ジカルボニル核、（２
）ピラゾリノン核、（５）２，４，６－トリケトヘキサヒドロピリミジン核、（６）２－
チオ－２，４－チアゾリジンジオン核、（７）２－チオ－２，４－オキサゾリジンジオン
（２－チオ－２，４－（３Ｈ，５Ｈ）－オキサゾールジオン）核が好ましく、バルビツル
酸又は２－チオバルビツル酸及びその誘導体に代表される（５）２，４，６－トリケトヘ
キサヒドロピリミジン核が特に好ましい。
【０１３１】
　一般式（Ｂ１）中、Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ｇｂ１、及びＧｂ２で表される
基の少なくとも１つの基は、置換基として重合性基を含む。
　前記重合性基としては、アクリレート基、メタクリレート基、アクリルアミド基、メタ
クリルアミド基、スチリル基、ビニル基、ビニルエーテル基、及びアリル基が挙げられる
。これらのうち好ましくは、アクリレート基、メタクリレート基、アクリルアミド基、メ
タクリルアミド基、及びスチリル基であり、より好ましくはアクリレート基、及びアクリ
ルアミド基であり、特に好ましくはアクリルアミド基である。
　前記重合性基は、直接Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ｇｂ１、及びＧｂ２で表され
る基に結合してもよく、また連結基を介して結合してもよい。前記連結基としては、単結
合、カルボニル基、エーテル基、エステル基、炭素数１～６のアルキレン基、炭素数１～
６のポリオキシアルキレン基、炭素数１～６のポリアルキレンアミン基である。前記連結
基としては、これらの連結基を２種以上含んでいてもよい。また、連結基はさらにヒドロ
キシル基、アルキル基等の置換基を有していてもよい。
【０１３２】
　一般式（Ｂ１）で表される化合物に含まれる重合性基の数としては、１～４個が好まし
く、更に好ましくは１～２である。重合性基の数が１～２であると、これより重合性基の
数が多い場合に比べて重合性基１個あたりの分子量が大きくなり、一般式（Ａ）で表され
るジメチルマレイミドへの増感効果がより顕著であるので好ましい。
　一般式（Ｂ１）で表される化合物においては、Ｒｂ１、Ｒｂ２で表される基の少なくと
もいずれかが、置換基として重合性基を含むことが好ましい。
【０１３３】
　前記一般式（Ｂ１）で表される化合物におけるＧｂ１及びＧｂ２が互いに結合して環を
形成する場合、一般式（Ｂ１）は下記一般式（Ｂ１－ａ）の構造となる。
　前記（成分ｂ）は、一般式（Ｂ１－ａ）で表される化合物であることが好ましい。
【０１３４】
【化３２】

【０１３５】
　一般式（Ｂ１－ａ）中、Ｇｂ１´及びＧｂ２´はそれぞれ、前記Ｇｂ１及び前記Ｇｂ２

より水素原子を一つ除いた残基であり、Ｘｂ１は単結合、－Ｃ(＝Ｏ)－、－Ｃ（＝Ｓ）－
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１３－（Ｒ１３は水素原子、アルキル基又はアリール基を表す。）、－Ｏ－又は－Ｓ－で
あり、複数存在するＸｂ１は同一であっても異なっていてもよく、ｎｂ１は１以上の整数
である。
　Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１及びＹｂ２はそれぞれ、前記一般式（Ｂ１）におけるＲｂ１、
Ｒｂ２、Ｙｂ１及びＹｂ２と同様である。
【０１３６】
　ｎｂ１は１以上の整数であり、１～４の整数であることが好ましく、１～２の整数であ
ることがさらに好ましい。
【０１３７】
　前記一般式（Ｂ１）で表される化合物は、下記一般式（Ｂ１―ｂ）で表される化合物で
あることも好ましい。
【０１３８】
【化３３】

【０１３９】
　一般式（Ｂ１－ｂ）中、Ａｂ１は炭化水素環を有する化合物又は複素環を有する化合物
から水素原子を（２＋ｎｂ２）個除いた残基であり、Ｒ４ｂは水素原子、アルキル基、又
はアリール基を表し、Ｒ４ｂが複数存在する場合、Ｒ４ｂは同一であっても互いに異なっ
ていてもよい。ｎｂ２は０以上の整数である。ただし、一般式（Ｂ１－ｂ）におけるＡｂ

１と５員環とを連結する二重結合は、Ａｂ１中の炭素原子において結合している。
　Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１、Ｙｂ２、Ａｂ１、及びＲ４ｂで表される基の少なくとも１つ
の基は、置換基として重合性基を含む。
【０１４０】
　前記Ａｂ１における炭化水素環を有する化合物は、炭化水素環を有していればよく、単
環の炭化水素環を有する化合物、炭化水素環と炭化水素環が縮環した化合物、複素環と炭
化水素環が縮環した化合物等が挙げられる。
　前記Ａｂ１における複素環を有する化合物は、複素環を有していればよく、単環の複素
環を有する化合物、炭化水素環と複素環が縮環した化合物、複素環と複素環が縮環した化
合物等が挙げられる。
　前記炭化水素環を有する化合物又は複素環を有する化合物の具体例としては、前述した
通常メロシアニン色素で酸性核として用いられる化合物が挙げられる。
【０１４１】
　前記Ｒ４ｂがアルキル基である場合の炭素数は１～８が好ましく、１～４であることが
さらに好ましい。
　前記Ｒ４ｂがアリール基である場合の炭素数は６～１４が好ましく、６～１０であるこ
とがさらに好ましい。
　前記Ｒ４ｂにおけるアルキル基及びアリール基は置換基を有していても有していなくて
もよい。
【０１４２】
　ｎｂ２は０以上の整数であり、０～４の整数であることが好ましく、０～２の整数であ
ることがさらに好ましい。
【０１４３】
　前記一般式（Ｂ１）で表される化合物は、下記一般式（Ｂ１－ｃ）で表される化合物で
あることがさらに好ましい。
【０１４４】
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【化３４】

【０１４５】
　一般式（Ｂ１－ｃ）中、Ｚｂ１は－ＣＯＮＲｉ－、－ＮＲｉ－、－Ｏ－、又は－Ｓ－を
表し、Ｒｉは水素原子、アルキル基又はアリール基を表す。Ｒｈは水素原子、アルキル基
又はアリール基を表す。Ｒｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１及びＹｂ２はそれぞれ、前記一般式（Ｂ
１)におけるＲｂ１、Ｒｂ２、Ｙｂ１及びＹｂ２と同様のものを表す。
【０１４６】
　前記Ｒｉがアルキル基である場合の炭素数は１～８が好ましく、２～４であることがさ
らに好ましい。
　前記Ｒｉがアリール基である場合の炭素数は６～１４が好ましく、６～１０であること
がさらに好ましい。
　前記Ｒｉにおけるアルキル基及びアリール基は置換基を有していても有していなくても
よい。
【０１４７】
　前記Ｒｈがアルキル基である場合の炭素数は１～８が好ましく、２～４であることがさ
らに好ましい。
　前記Ｒｈがアリール基である場合の炭素数は６～１４が好ましく、６～１０であること
がさらに好ましい。
　前記Ｒｈにおけるアルキル基及びアリール基は置換基を有していても有していなくても
よい。
【０１４８】
　一般式（Ｂ１）で表わされる化合物は、公知の方法を用いて合成することができる。例
えばティー・エッチ・ジェームズ著「ザ・セオリー・オブ・フォトグラフィック・プロセ
ス」〔T.H.James 編“The Theory of Photographic Process”第４版、Macmillan Co.,Ne
w York（１９７７）、エフ・エム・ハマー著「ザ シアニンダイズ アンド リレイティド 
コムパウンズ」〔F.M.Hamer著“The CyanineDyes and Related Compounds”John Wiley &
 Sons Co.,New York（１９６４）〕及び特開昭６１－２０３４４３号明細書等を参考にし
て合成することができる。
【０１４９】
　本発明で用いることのできる一般式（Ｂ１）で表わされる化合物の具体例としては、下
記の化合物が挙げられる。
【０１５０】
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【化３５】

【０１５１】

【化３６】

【０１５２】
　次に、一般式（Ｂ２）で表される化合物について詳細に説明する。
【０１５３】
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【化３７】

【０１５４】
　一般式（Ｂ２）中、Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒ
ｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３は、各々独立に、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、
アリール基、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルスルファニル基、アルキ
ルアミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カル
ボキシル基、又はスルホ基を表す。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、
Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３から選ばれる少なくとも２つが互いに結合し
て環を形成してもよい。ただし環中に－Ｓ－を介在していてもよい。Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒ
ｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３で表される
基の少なくとも１つの基は、置換基として重合性基を含む。
【０１５５】
　Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０及びＲｂ１１は、各々独
立に、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アリール基、水酸基、シアノ基、アルコキ
シ基、アルコキシカルボニル基、又はカルボキシル基であることが好ましく、水素原子、
アルキル基、アリール基、水酸基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、又はカルボ
キシル基であることがより好ましく、水素原子、水酸基、アルコキシカルボニル基、又は
カルボキシル基であることが最も好ましい。
　Ｒｂ１２及びＲｂ１３は水素原子、又は－Ｓ－を介して互いに結合して環を形成してい
ることが好ましい。
【０１５６】
　前記ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子等が挙げられる。フッ素
原子又は塩素原子であることが好ましい。
　前記アルキル基は、炭素数１～８の直鎖、分岐もしくは環状のアルキル基であることが
好ましい。前記アルキル基は置換基を有していても有していなくてもよい。
　前記アリール基は、炭素数６～１０のアリール基であることが好ましい。前記アリール
基は、置換基を有していても有していなくてもよい。
　前記アルキルスルファニル基は、炭素数１～８のアルキルスルファニル基であることが
好ましい。前記アルキルスルファニル基は置換基を有していても有していなくてもよい。
前記アルキルアミノ基は、炭素数１～８のアルキルアミノ基であることが好ましい。前記
アルキルアミノ基は、置換基を有していても有していなくてもよい。
　前記アルコキシ基は、炭素数１～８のアルコキシ基であることが好ましい。前記アルコ
キシ基は置換基を有していても有していなくてもよい。
　前記アルコキシカルボニル基は、炭素数１～８のアルコキシカルボニル基であることが
好ましい。前記アルコキシカルボニル基は、置換基を有していても有していなくてもよい
。
　前記アシルオキシ基は、炭素数１～８のアシルオキシ基であることが好ましい。前記ア
シルオキシ基は、置換基を有していても有していなくてもよい。
　前記アシル基は、炭素数１～８のアシル基であることが好ましい。前記アシル基は、置
換基を有していても有していなくてもよい。
【０１５７】
　Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及
びＲｂ１３で表される基の少なくとも１つの基は、置換基として重合性基を含む。
　前記重合性基としては、前記一般式（Ｂ１）の項で述べた重合性基が挙げられ、好まし
い範囲も同様である。
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　また、前記重合性基は直接Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１

０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３で表される基に結合してもよいし、連結基を介して
結合してもよい。前記連結基としては、前記一般式（Ｂ１）の項で述べた連結基が挙げら
れ、好ましい範囲も同様である。
　一般式（Ｂ２）で表される化合物に含まれる重合性基の数としては、１～４個が好まし
く、更に好ましくは１～２である。重合性基の数が１～２であると、これより重合性基の
数が多い場合に比べて重合性基１個あたりの分子量が大きくなり、一般式（Ａ）で表され
るジメチルマレイミドへの増感効果がより顕著であるので好ましい。
【０１５８】
　一般式（Ｂ２）で表される化合物においては、Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ

８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ１２及びＲｂ１３から選ばれる少なくとも２つが
互いに結合して環を形成し、かつ、形成する環中に－Ｓ－を介在している場合、重合性基
の位置としては発生するラジカル種に対して、距離が近くて反応性が高いという観点で、
Ｒｂ５、又はＲｂ９が好ましく、Ｒｂ５とＲｂ９とが共に重合性基を有していることが特
に好ましい。
　また、Ｒｂ４、Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ８、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１、Ｒｂ

１２及びＲｂ１３から選ばれる少なくとも２つが互いに結合して環を形成しない場合は、
Ｒｂ５、Ｒｂ６、Ｒｂ７、Ｒｂ９、Ｒｂ１０、Ｒｂ１１に重合性基を有することが好まし
い。また、Ｒｂ４、Ｒｂ８、Ｒｂ１２及びＲｂ１３に重合性基を有する場合は、発生する
ラジカルとの反応性の観点から、一元素以上を間に挟んでフェニル基と結合していること
が好ましい。
【０１５９】
　本発明で用いることのできる一般式（Ｂ２）で表わされる化合物の具体例としては、下
記の化合物が挙げられる。
【０１６０】
【化３８】

【０１６１】



(35) JP 2014-40529 A 2014.3.6

10

20

30

40

【化３９】

【０１６２】
【化４０】

【０１６３】
【化４１】

【０１６４】
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【０１６５】
【化４３】

【０１６６】
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【０１６７】
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【化４５】

【０１６８】

【化４６】

【０１６９】
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【０１７０】
【化４８】

【０１７１】
　また、下記の例示化合物Ａ～Ｈの化合物も、一般式（Ｂ２）で表される単量体の好まし
い例として挙げることができる。合成のスキームとともに記載する。
【０１７２】
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【化４９】

【０１７３】
【化５０】

【０１７４】
【化５１】

【０１７５】
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【化５２】

【０１７６】
　本発明のインク組成物が水を含んでいる場合、（成分ａ）及び（成分ｂ）の少なくとも
一方が、水溶性基を有していることが望ましい。
【０１７７】
　（成分ｂ）が水溶性基を有する場合は、（成分ｂ）は水溶性、又は、水分散性であるこ
とが好ましく、（成分ｂ）の１ｇを３０ｍｌ未満の水で溶解、又は、分散できることが好
ましく、２０ｍｌ未満の水で溶解、又は、分散できることがより好ましく、１０ｍｌ未満
の水で溶解、又は、分散できることが特に好ましい。
【０１７８】
　本発明の（成分ｂ）は水溶性基を有することが好ましく、（成分ｂ）における水溶性基
は、（成分ｂ）の化合物に水溶性もしくは水分散性を持たせることが可能な基であれば限
定されない。（成分ｂ）が有してもよい水溶性基としては、前述の（成分ａ）が有してい
てもよい水溶性基と、好ましい範囲も含めて同様のものを挙げることができる。
【０１７９】
　（成分ｂ）のインク組成物中における含有量としては、０．１～２０質量％が好ましく
、０．１～１５質量％がより好ましく、０．５～１０質量％がさらに好ましい。
【０１８０】
＜（成分ｃ）色材＞
　本発明のインク組成物は、（成分ｃ）色材を含有する。
　本発明に用いることができる色材としては、特に制限はなく、顔料、水溶性染料、分散
染料等の公知の色材から任意に選択して使用することができる。この中でも、色材として
は、耐候性に優れ、色再現性に富む点から、顔料を含むことがより好ましい。
【０１８１】
（顔料）
　顔料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、公知
の有機顔料及び無機顔料などが挙げられ、また、染料で染色した樹脂粒子、市販の顔料分
散体や表面処理された顔料（例えば、顔料を分散媒として水、液状有機化合物や不溶性の
樹脂等に分散させたもの、及び、樹脂や顔料誘導体等で顔料表面を処理したもの等）も挙
げられる。なお、前記顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年
、朝倉書店発行）、橋本勲著「有機顔料ハンドブック」（２００６年、カラーオフィス発
行）、Ｗ．Ｈｅｒｂｓｔ，Ｋ．Ｈｕｎｇｅｒ編「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ
　Ｐｉｇｍｅｎｔｓ」（１９９２年、Ｗｉｌｅｙ－ＶＨＣ発行）、特開２００２－１２６
０７号公報、特開２００２－１８８０２５号公報、特開２００３－２６９７８号公報、特
開２００３－３４２５０３号公報、特開２００９－２３５３７０号公報に記載のものが挙
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げられる。
【０１８２】
　前記有機顔料及び無機顔料としては、例えば、黄色顔料、赤色顔料、マゼンタ顔料、青
色顔料、シアン顔料、緑色顔料、橙色顔料、紫色顔料、褐色顔料、黒色顔料、白色顔料等
が挙げられる。
　前記黄色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー　１、２、３、４、５、１０、６
５、７３、７４、７５、９７、９８、１１１、１１６、１３０、１６７、２０５等のモノ
アゾ顔料、６１、６２、１００、１６８、１６９、１８３、１９１、２０６、２０９、２
１２等のモノアゾレーキ顔料、１２、１３、１４、１６、１７、５５、６３、７７、８１
、８３、１０６、１２４、１２６、１２７、１５２、１５５、１７０、１７２、１７４、
１７６、２１４、２１９等のジスアゾ顔料、２４、９９、１０８、１９３、１９９等のア
ントラキノン顔料、６０等のモノアゾピラゾロン顔料、９３、９５、１２８、１６６等の
縮合アゾ顔料、１０９、１１０、１３９、１７３、１８５等のイソインドリン顔料、１２
０、１５１、１５４、１７５、１８０、１８１、１９４等のベンズイミダゾロン顔料、１
１７、１２９、１５０、１５３等のアゾメチン金属錯体顔料、１３８等のキノフタロン顔
料、２１３等のキノキサリン顔料が好ましい。
【０１８３】
　前記赤色又はマゼンタ顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド　１９３等のモノアゾ
レーキ顔料、３８等のジスアゾ顔料、２、５、８、９、１０、１１、１２、１４、１５、
１６、１７、１８、２２、２３、３１、３２、１１２、１１４、１４６、１４７、１５０
、１７０、１８４、１８７、１８８、２１０、２１３、２３８、２４５、２５３、２５６
、２５８、２６６、２６８、２６９等のナフトールＡＳ顔料、３、４、６等のβ－ナフト
ール顔料、４９、５３、６８等のβ－ナフトールレーキ顔料、２３７、２３９、２４７等
のナフトールＡＳレーキ顔料、４１等のピラゾロン顔料、４８、５２、５７、５８、６３
、６４：１、２００等のＢＯＮＡレーキ顔料、８１：１、１６９、１７２等のキサンテン
レーキ顔料、８８、１８１、２７９等のチオインジゴ顔料、１２３、１４９、１７８、１
７９、１９０、２２４等のペリレン顔料、１４４、１６６、２１４、２２０、２２１、２
４２、２６２等の縮合アゾ顔料、１６８、１７７、１８２、２２６、２６３等のアントラ
キノン顔料、８３等のアントラキノンレーキ顔料、１７１、１７５、１７６、１８５、２
０８等のベンズイミダゾロン顔料、１２２、２０２（Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット　
１９との混合物を含む）、２０７、２０９等のキナクリドン顔料、２５４、２５５、２６
４、２７０、２７２等のジケトピロロピロール顔料、２５７、２７１等のアゾメチン金属
錯体顔料が好ましい。
【０１８４】
　前記青色又はシアン顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー　２５、２６等のナフト
ールＡＳ顔料、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、１５：６、１６、１７
：１、７５、７９等のフタロシアニン顔料、１、２４：１、５６、６１、６２等の染付け
レーキ顔料、６０等のアントラキノン系顔料、６３等のインジゴ顔料、８０等のジオキサ
ジン顔料が好ましい。
　前記緑色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン　１、４等の染付けレーキ顔料、
７、３６等のフタロシアニン顔料、８等のアゾメチン金属錯体顔料が好ましい。
　前記橙色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ　１等のモノアゾ顔料、２、３、
５等のβ－ナフトール顔料、４、２４、３８、７４等のナフトールＡＳ顔料、１３、３４
等のピラゾロン顔料、３６、６０、６２、６４、７２等のベンズイミダゾロン顔料、１５
、１６等のジスアゾ顔料、１７、４６等のβ－ナフトールレーキ顔料、１９等のナフタレ
ンスルホン酸レーキ顔料、４３等のペリノン顔料、４８、４９等のキナクリドン顔料、５
１等のアントラキノン系顔料、６１等のイソインドリノン顔料、６６等のイソインドリン
系顔料、６８等のアゾメチン金属錯体顔料、７１、７３、８１等のジケトピロロピロール
顔料が好ましい。
【０１８５】



(43) JP 2014-40529 A 2014.3.6

10

20

30

40

50

　前記褐色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン　５等のＢＯＮＡレーキ顔料、２
３、４１、４２等の縮合アゾ顔料、２５、３２等のベンズイミダゾロン顔料が好ましい。
　前記紫色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット　１、２、３、２７等の染付
けレーキ顔料、１３、１７、２５、５０等のナフトールＡＳ顔料、５：１等のアントラキ
ノンレーキ顔料、１９等のキナクリドン顔料、２３、３７等のジオキサジン顔料、２９等
のペリレン顔料、３２等のベンズイミダゾロン顔料、３８等のチオインジゴ顔料が好まし
い。
　前記黒色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック　１等のインダジン顔料、７であ
るカーボンブラック、１０であるグラファイト、１１であるマグネタイト、２０等のアン
トラキノン顔料、３１、３２等のペリレン顔料が好ましい。
　前記白色顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントホワイト　４である酸化亜鉛、６である酸
化チタン、７である硫化亜鉛、１２である酸化ジルコニウム（ジルコニウムホワイト）、
１８である炭酸カルシウム、１９である酸化アルミニウム・酸化ケイ素（カオリンクレー
）、２１又は２２である硫酸バリウム、２３である水酸化アルミニウム（アルミナホワイ
ト）、２７である酸化ケイ素、２８であるケイ酸カルシウムが好ましい。
　白色顔料に使用される無機粒子は単体でもよいし、ケイ素、アルミニウム、ジルコニウ
ム、チタン等の酸化物や有機金属化合物、有機化合物との複合粒子であってもよい。
　中でも前記酸化チタンは、他の白色顔料と比べて比重が小さい、屈折率が大きい、隠蔽
力や着色力が大きい、酸やアルカリ、その他の環境に対する耐久性にも優れていることか
ら、好適に使用される。なお、前記酸化チタンに加えて他の白色顔料（上述した白色顔料
以外のものであってもよい。）を併用してもよい。
【０１８６】
　顔料粒子の体積平均粒径は、好ましくは０．００５μｍ～０．５μｍ、より好ましくは
０．０１μｍ～０．４５μｍ、更に好ましくは０．０１５μｍ～０．４μｍとなるよう、
顔料、分散剤、媒体の選定、分散条件、ろ過条件を設定することが好ましい。平均粒径を
上記の範囲とすることで、本発明の効果をより向上させることができる。
　なお、本発明においては、粒子の平均粒子径及び粒径分布は、ナノトラック粒度分布測
定装置ＵＰＡ－ＥＸ１５０（日機装（株）製）等の市販の粒径測定装置を用いて、動的光
散乱法により体積平均粒径を測定することにより求められるものである。
【０１８７】
（水溶性染料）
　本発明に用いることができる水溶性染料としては、例えば酸性染料や直接染料が挙げら
れる。酸性染料、直接染料は、可溶化基として、酸性基をもつ構造となっている。酸性基
としては、スルホン酸基およびその塩、カルボン酸基およびその塩、リン酸基およびその
塩が挙げられる。酸性基の数はひとつでも複数でもよく、組み合わせでもよい。水溶性染
料が含有する発色団の化学構造としては、アゾ系、フタロシアニン系、トリフェニルメタ
ン系、キサンテン系、ピラゾロン系、ニトロ系、スチルベン系、キノリン系、メチン系、
チアゾール系、キノンイミン系、インジゴイド系、ローダミン系、アントラキノン系、ア
ンスラキノン系のものなどが挙げられる。
　以下に限定されるものではないが、好ましい油溶性染料の具体例としては、例えば、Ｃ
．Ｉ．アシッドイエロー１９、Ｃ．Ｉ．アシッドレッド３７、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー６
２、Ｃ．Ｉ．アシッドオレンジ１０、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー８３、Ｃ．Ｉ．アシッドブ
ラック０１、Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー４４、Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー１４２、Ｃ
．Ｉ．ダイレクトイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー１５、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブ
ルー２５、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー２４９、Ｃ．Ｉ．ダイレクトレッド８１、Ｃ．Ｉ．
ダイレクトレッド９、Ｃ．Ｉ．ダイレクトレッド３１、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブラック１５
４、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブラック１７等が挙げられる。
【０１８８】
（分散染料）
　また、本発明においては、分散染料を用いることもできる。
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　分散染料の好ましい具体例としては、Ｃ．Ｉ．ディスパースイエロー　５，４２，５４
，６４，７９，８２，８３，９３，９９、１００，１１９，１２２，１２４，１２６，１
６０，１８４：１，１８６，１９８，１９９，２０１，２０４，２２４及び２３７；Ｃ．
Ｉ．ディスパーズオレンジ　１３，２９，３１：１，３３，４９，５４，５５，６６，７
３，１１８，１１９及び１６３；Ｃ．Ｉ．ディスパーズレッド　５４，６０，７２，７３
，８６，８８，９１，９２，９３，１１１，１２６，１２７，１３４，１３５，１４３，
１４５，１５２，１５３，１５４，１５９，１６４，１６７：１，１７７，１８１，２０
４，２０６，２０７，２２１，２３９，２４０，２５８，２７７，２７８，２８３，３１
１，３２３，３４３，３４８，３５６及び３６２；Ｃ．Ｉ．ディスパーズバイオレット　
３３；Ｃ．Ｉ．ディスパーズブルー　５６，６０，７３，８７，１１３，１２８，１４３
，１４８，１５４，１５８，１６５，１６５：１，１６５：２，１７６，１８３，１８５
，１９７，１９８，２０１，２１４，２２４，２２５，２５７，２６６，２６７，２８７
，３５４，３５８，３６５及び３６８；並びにＣ．Ｉ．ディスパーズグリーン　６：１及
び９等が挙げられる。
【０１８９】
　本発明に用いることができる色材は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【０１９０】
　（成分ｃ）のインク組成物中における含有量は、色材の物性（比重、着色力や色味等）
、インク組成物を何色組み合わせて印刷物を作製するかといった条件により適宜選択する
ことができるが、インク組成物全体の質量に対して、０．１～３０質量％であることが好
ましく、０．５～２０質量％であることがより好ましい。
【０１９１】
（分散剤）
　色材として顔料を用いる場合には、顔料粒子を調製する際に、必要に応じて顔料分散剤
を用いてもよく、用いることのできる顔料分散剤としては、例えば、高級脂肪酸塩、アル
キル硫酸塩、アルキルエステル硫酸塩、アルキルスルホン酸塩、スルホコハク酸塩、ナフ
タレンスルホン酸塩、アルキルリン酸塩、ポリオキシアルキレンアルキルエーテルリン酸
塩、ポリオキシアルキレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンポリオキシプ
ロピレングリコール、グリセリンエステル、ソルビタンエステル、ポリオキシエチレン脂
肪酸アミド、アミンオキシド等の活性剤、あるいはスチレン、スチレン誘導体、ビニルナ
フタレン誘導体、アクリル酸、アクリル酸誘導体、マレイン酸、マレイン酸誘導体、イタ
コン酸、イタコン酸誘導体、フマル酸、フマル酸誘導体から選ばれた２種以上の単量体か
らなるブロック共重合体、ランダム共重合体およびこれらの塩を挙げることができる。
【０１９２】
　また、本発明のインク組成物には、自己分散顔料を用いることもできる。本発明でいう
自己分散顔料とは、分散剤なしで分散が可能な顔料を指し、特に好ましくは、表面に極性
基を有している顔料粒子である。
【０１９３】
　本発明でいう表面に極性基を有する顔料粒子とは、顔料粒子表面に直接極性基で修飾さ
せた顔料、あるいは有機顔料母核を有する有機物で直接に又はジョイントを介して極性基
が結合しているもの（以下、顔料誘導体という）をいう。
　極性基としては、例えば、スルホン酸基、カルボン酸基、燐酸基、硼酸基、水酸基が挙
げられるが、好ましくはスルホン酸基、カルボン酸基であり、更に好ましくは、スルホン
酸基である。
【０１９４】
　このような表面に極性基を有する顔料粒子を得る方法としては、例えば、ＷＯ９７／４
８７６９号公報、特開平１０－１１０１２９号公報、特開平１１－２４６８０７号公報、
特開平１１－５７４５８号公報、同１１－１８９７３９号公報、特開平１１－３２３２３
２号公報、特開２０００－２６５０９４公報等に記載の顔料粒子表面を適当な酸化剤で酸
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化させることにより、顔料表面の少なくとも一部に、スルホン酸基もしくはその塩といっ
た極性基を導入する方法が挙げられる。具体的には、カーボンブラックを濃硝酸で酸化し
たり、カラー顔料の場合は、スルフォランやＮ－メチル－２－ピロリドン中で、スルファ
ミン酸、スルホン化ピリジン塩、アミド硫酸などで酸化することにより調製することがで
きる。これらの反応で、酸化が進みすぎ、水溶性となってしまった物は除去、精製するこ
とにより、顔料分散体を得ることができる。また、酸化によりスルホン酸基を表面に導入
した場合は、酸性基を必要に応じて、塩基性化合物を用いて中和してもよい。
【０１９５】
　そのほかの表面に極性基を有する顔料粒子を得る方法としては、特開平１１－４９９７
４号公報、特開２０００－２７３３８３公報、同２０００－３０３０１４公報等に記載の
顔料誘導体をミリングなどの処理で顔料粒子表面に吸着させる方法、特願２０００－３７
７０６８、同２００１－１４９５、同２００１－２３４９６６に記載の顔料を顔料誘導体
と共に溶媒で溶解した後、貧溶媒中で晶析させる方法等を挙げることができ、いずれの方
法でも容易に、表面に極性基を有する顔料粒子を得ることができる。
【０１９６】
　顔料表面における極性基は、フリーでも塩の状態でもよいし、あるいはカウンター塩を
有していてもよい。カウンター塩としては、例えば、無機塩（リチウム、ナトリウム、カ
リウム、マグネシウム、カルシウム、アルミニウム、ニッケル、アンモニウム）、有機塩
（トリエチルアンモニウム、ジエチルアンモニウム、ピリジニウム、トリエタノールアン
モニウム等）が挙げられ、好ましくは１価の価数を有するカウンター塩である。
【０１９７】
　顔料の分散方法としては、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミ
ル、アジテータ、ヘンシェルミキサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル
、湿式ジェットミル、ペイントシェーカー等の各種分散機を用いることができる。また、
顔料分散体の粗粒分を除去する目的で、遠心分離装置を使用すること、フィルターを使用
することも好ましい。
【０１９８】
　インク組成物中の分散剤の好ましい添加量は、インク組成物中における顔料の質量をＰ
、インク組成物中における高分子分散剤の質量をＤとした場合、その質量比（Ｄ／Ｐ）が
、０．０１≦Ｄ／Ｐ≦２．０であることが好ましく、０．０３≦Ｄ／Ｐ≦１．５であるこ
とがより好ましく、０．０５≦Ｄ／Ｐ≦０．６であることが更に好ましい。
【０１９９】
　さらに、分散時には、分散剤に加えて、一般にシナジストと呼ばれる分散助剤（例えば
、ルーブリゾール社より市販されているＳＯＬＳＰＥＲＳＥシリーズの５０００、１２０
００、２２０００、ＢＡＳＦ・ジャパン社より市販されているＥＦＫＡ６７４５等）や、
各種界面活性剤、消泡剤を添加して、顔料の分散性、濡れ性を向上させることも好ましい
。
【０２００】
　本発明において、顔料の分散を行う場合には、顔料と分散剤とを混合した後、極性有機
溶媒に添加して分散する、又は、極性有機溶媒と分散剤とを混合した後、顔料を添加して
分散することが好ましい。分散には、例えば、ボールミル、ビーズミル、サンドミル、ソ
ルトミル、アトライター、ロールミル、アジテータ、ヘンシェルミキサー、コロイドミル
、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル、ペイントシェーカー等の各分
散装置を用いることができる。中でもビーズミル分散装置は、分散性に優れるので好まし
い。
　ビーズミル分散を行う際に使用するビーズは、好ましくは０．０１ｍｍ～３．０ｍｍ、
より好ましくは０．０５ｍｍ～１．５ｍｍ、更に好ましくは０．１ｍｍ～１．０ｍｍの体
積平均径を有するものを用いることにより、安定性に優れた顔料分散物を得ることができ
る。
【０２０１】
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＜その他の添加剤＞
　本発明のインク組成物には、必須成分である（成分ａ）～（成分ｃ）に加えて、本発明
の効果を損なわない限りにおいて、公知の添加剤を併用することができる。以下、インク
組成物に使用しうる添加剤について説明する。
【０２０２】
（（成分ｄ）水）
　本発明のインク組成物は、水を含有することが好ましい。
　水としては、不純物を含まないイオン交換水、蒸留水などを用いることが好ましい。
　本発明のインク組成物における水の含有量は、１０～９７質量％であることが好ましく
、３０～９５質量％であることがより好ましく、３５～９３質量％であることがさらに好
ましい。
【０２０３】
（（成分ｅ）有機溶剤）
　本発明のインク組成物は、目的に応じて、さらに、有機溶剤を併用することが好ましい
。
ここで有機溶剤とは、２５℃の水に対する溶解度が１０質量％以上である有機溶剤をいう
。
【０２０４】
　本発明で用いることのできる有機溶剤としては、例えば、下記のものが挙げられる。
【０２０５】
・アルコール類（例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、
ブタノール、イソブタノール、セカンダリーブタノール、ターシャリーブタノール、ペン
タノール、ヘキサノール、シクロヘキサノール、ベンジルアルコール等）、
・多価アルコール類（例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレ
ングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、ポリプロピレングリコール、ブチレングリコール、ヘキサンジオール、ペンタンジオ
ール、グリセリン、ヘキサントリオール、チオジグリコール、２－メチルプロパンジオー
ル等）、
・多価アルコールエーテル類（例えば、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレ
ングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレン
グリコールモノブチルエーテル、トリプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロ
ピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、エチ
レングリコールモノメチルエーテルアセテート、トリエチレングリコールモノメチルエー
テル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチル
エーテル、エチレングリコールモノフェニルエーテル、プロピレングリコールモノフェニ
ルエーテル等）、
・アミン類（例えば、エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、
Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ－エチルジエタノールアミン、モルホリン、Ｎ－エチ
ルモルホリン、エチレンジアミン、ジエチレンジアミン、トリエチレンテトラミン、テト
ラエチレンペンタミン、ポリエチレンイミン、ペンタメチルジエチレントリアミン、テト
ラメチルプロピレンジアミン等）、
・アミド類（例えば、ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アセトアミド等）、
・複素環類（例えば、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキシルピ
ロリドン、２－オキサゾリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、γ－ブチロ
ラクトン、プロピオンカーボネート等）、
・スルホキシド類（例えば、ジメチルスルホキシド等）、
・スルホン類（例えば、スルホラン等）、
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・その他（尿素、アセトニトリル、アセトン等）
【０２０６】
　好ましい有機溶剤としては、多価アルコールエーテル類、複素環類が挙げられ、これら
を併用して使用することが好ましい。多価アルコールエーテル類では、いわゆるグリコー
ルエーテル類が好ましく、具体的には、トリプロピレングリコールモノメチルエーテル、
ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールジメチルエーテル
が好ましい。複素環類としては、２－ピロリドン、γ－ブチロラクトン等が好ましく、２
－ピロリドンが特に好ましい。特に沸点の高い溶媒は吐出性向上の観点で好ましく用いる
ことができ、常圧での沸点が１２０℃以上であることが好ましく、１５０℃以上であるこ
とがさらに好ましい。
【０２０７】
　有機溶剤は、単独もしくは複数を併用してもよい。有機溶剤のインク組成物中の添加量
としては、総量で１～６０質量％であり、好ましくは２～３５質量％である。
【０２０８】
　本発明では、（成分ａ）、（成分ｂ）、及び（成分ｃ）に加えて、（成分ｄ）及び（成
分ｅ）を含むことが好ましく、インク組成物中におけるそれぞれの含有量は、（成分ａ）
１～５０質量％、（成分ｂ）０．１～２０質量％、（成分ｃ）０．１～３０質量％、（成
分ｄ）１０～９７質量％、（成分ｅ）１～６０質量％であることが好ましく、（成分ａ）
２～３５質量％、（成分ｂ）０．１～１５質量％、（成分ｃ）０．５～２０質量％、（成
分ｄ）３０～９５質量％、（成分ｅ）２～３５質量％であることがさらに好ましく、（成
分ａ）３～３０質量％、（成分ｂ）０．５～１０質量％、（成分ｃ）０．５～２０質量％
、（成分ｄ）３５～９３質量％、（成分ｅ）２～３５質量％であることが特に好ましい。
【０２０９】
　本発明において（成分ｄ）及び（成分ｅ）を含有する場合、（成分ｄ）と（成分ｅ）の
含有比率（質量基準）は、（成分ｄ）：（成分ｅ）＝１：０．０５～１：１０であること
が好ましく、１：０．１～１：５であることがさらに好ましく、１：０．２～１：２であ
ることがさらにより好ましく、１：０．２～１：１であることが最も好ましい。
【０２１０】
（界面活性剤）
　本発明のインク組成物には、界面活性剤を添加することができる。好ましく使用される
界面活性剤としては、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキルナフタレンスルホン酸塩
類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポ
リオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセチレングリコール類、ポリオキシエチ
レン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類等のノニオン性界面活性剤、アルキル
アミン塩類、第四級アンモニウム塩類等のカチオン性界面活性剤が挙げられる。特にアニ
オン性界面活性剤およびノニオン性界面活性剤を好ましく用いることができる。
【０２１１】
　また、本発明においては、高分子界面活性剤も用いることができ、以下の水溶性樹脂が
、吐出安定性の観点から好ましい高分子界面活性剤として挙げられる。水溶性樹脂として
好ましく用いられるのは、スチレン－アクリル酸－アクリル酸アルキルエステル共重合体
、スチレン－アクリル酸共重合体、スチレン－マレイン酸－アクリル酸アルキルエステル
共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－メタクリル酸－アクリル酸アルキ
ルエステル共重合体、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－マレイン酸ハーフエ
ステル共重合体、ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－マレイン
酸共重合体等を挙げることができる。
【０２１２】
（ラテックス）
　本発明のインク組成物には、（成分ａ）と異なるラテックスを添加することができる。
本発明に用いうるラテックスとしては、例えば、スチレン－ブタジエン共重合体、ポリス
チレン、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、アクリル酸エステル共重合体、ポリウ
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レタン、シリコン－アクリル共重合体およびアクリル変性フッ素授脂等のラテックスが挙
げられる。ラテックスは、乳化剤を用いてポリマー粒子を分散させたものであっても、ま
た乳化剤を用いないで分散させた所謂ソープフリーラテックスであってもよい。乳化剤と
しては界面活性剤が多く用いられるが、スルホン酸基、カルボン酸基等の水に可溶な基を
有するポリマー（例えば、可溶化基がグラフト結合しているポリマー、可溶化基を持つ単
量体と不溶性の部分を持つ単量体とから得られるポリマー）を用いることも好ましい。
【０２１３】
　本発明のインク組成物に用いられるラテックスにおけるポリマー粒子の体積平均粒径は
１０ｎｍ以上、３００ｎｍ以下であることが好ましく、１０ｎｍ以上、１００ｎｍ以下で
あることがより好ましい。ラテックス中のポリマー粒子の平均粒子径は、光散乱法、電気
泳動法、レーザードップラー法を用いた市販の粒径測定機器により求めることができる。
【０２１４】
　本発明のインク組成物において、ラテックスを用いる場合、その添加量は、固形分添加
量で０．１質量％以上、２０質量％以下となるように添加されることが好ましく、ラテッ
クスの固形分添加量を０．５質量％以上、１０質量％以下とすることが特に好ましい。
【０２１５】
（水性ポリマー）
　本発明のインク組成物には、（成分ａ）と異なる水性ポリマーを添加することができる
。
　水性ポリマーの好ましい例としては、天然高分子が挙げられ、その具体例としては、に
かわ、ゼラチン、ガゼイン、若しくはアルブミンなどのたんぱく質類、アラビアゴム、若
しくはトラガントゴムなどの天然ゴム類、サボニンなどのグルコシド類、アルギン酸及び
アルギン酸プロピレングリコールエステル、アルギン酸トリエタノールアミン、若しくは
アルギン酸アンモニウムなどのアルギン酸誘導体、メチルセルロース、カルボキシメチル
セルロース、ヒドロキシエチルセルロース、若しくはエチルヒドロキシルセルロースなど
のセルロース誘導体が挙げられる。
【０２１６】
　水性ポリマーの他の好ましい例としては、合成高分子が挙げられ、例えば、ポリビニル
アルコール類、ポリビニルピロリドン類、ポリアクリル酸、アクリル酸－アクリルニトリ
ル共重合体、アクリル酸カリウム－アクリルニトリル共重合体、酢酸ビニル－アクリル酸
エステル共重合体、若しくはアクリル酸－アクリル酸エステル共重合体などのアクリル系
樹脂、スチレン－アクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－メ
タクリル酸－アクリル酸エステル共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－アクリル酸
共重合体、若しくはスチレン－α－メチルスチレン－アクリル酸－アクリル酸エステル共
重合体などのスチレンアクリル酸樹脂、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－無水
マレイン酸共重合体、ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－マレ
イン酸共重合体、及び酢酸ビニル－エチレン共重合体、酢酸ビニル－脂肪酸ビニルエチレ
ン共重合体、酢酸ビニル－マレイン酸エステル共重合体、酢酸ビニル－クロトン酸共重合
体、酢酸ビニル－アクリル酸共重合体などの酢酸ビニル系共重合体及びそれらの塩が挙げ
られる。これらの中で、特に好ましい例としては、ポリビニルピロリドン類が挙げられる
。
【０２１７】
　本発明に用いうる水溶性ポリマーの分子量は、１，０００以上２００，０００以下が好
ましい。更には、３，０００以上２０，０００以下がより好ましい。
【０２１８】
　水溶性ポリマーの添加量は、溶解された顔料に対して１０質量％以上１，０００質量％
以下が好ましい。更には、５０質量％以上２００質量％以下がより好ましい。
【０２１９】
（重合開始剤）
　本発明のインク組成物は、本発明の効果を阻害しない範囲で重合開始剤を含有してもよ
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い。重合開始剤は水溶性であることが好ましく、水溶性の程度としては、２５℃において
蒸留水に０．５質量％以上溶解することが好ましく、１質量％以上溶解することが好まし
く、３質量％以上溶解することが特に好ましい。
　また、α－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキシド類からなる群より選択され
る重合開始剤を用いることが好ましい。
【０２２０】
　α－アミノケトン類に包含される化合物の例としては、２－メチル－１－フェニル－２
－モルフォリノプロパン－１－オン、２－メチル－１－［４－（ヘキシル）フェニル］－
２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－エチル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モ
ルフォリノフェニル）－ブタノン－１等が挙げられる。また、チバガイギー社製のイルガ
キュアシリーズ、例えばイルガキュア９０７、イルガキュア３６９、イルガキュア３７９
等（以上、ＢＡＳＦ　ジャパン社製）の如き市販品としても入手可能であり、これらもα
－アミノケトン類に包含される化合物であり、本発明に好適に使用しうる。
【０２２１】
　アシルフォスフィンオキシド類に包含される化合物の例としては、例えば、［２，４，
６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィンオキサイド］は、Ｄａｒｏｃｕｒ
　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ　ジャパン社製）の商品名で入手可能であり、［ビス（２，４，６－
トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキシド］は、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　８１
９（ＢＡＳＦ　ジャパン社製）の商品名で入手可能である。
【０２２２】
　本発明のインク組成物は、重合開始剤として、上記したアシルフォスフィンオキシド類
が重合開始剤として好ましいが、本発明の効果を損なわない限り、他の重合開始剤を用い
てもよい。またアシルフォスフィンオキシド類との併用も可能である。この場合水溶性の
重合開始剤を用いることが好ましい。水溶性は２５℃において蒸留水に０．５質量％以上
溶解することが好ましく、１質量％以上溶解することが好ましく、３質量％以上溶解する
ことが特に好ましい。
【０２２３】
　他の公知の重合開始剤としては、例えば、カンファーキノン、ベンゾフェノン、ベンゾ
フェノン誘導体、アセトフェノン、アセトフェノン誘導体、例えば、α－ヒドロキシシク
ロアルキルフェニルケトン類又は２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパノ
ン、ジアルコキシアセトフェノン類、α－ヒドロキシ－又は４－アロイル－１，３－ジオ
キソラン類、ベンゾインアルキルエーテル類、及びベンジルケタール類、例えば、ベンジ
ルジメチルケタール、グリオキサル酸フェニル及びその誘導体、二量体グリオキサル酸フ
ェニル、ペルエステル類、例えば、ベンゾフェノンテトラカルボン酸ペルエステル類（例
えば、ＥＰ　１１２６，５４１に記載されるような）、ハロメチルトリアジン類、例えば
、２－〔２－（４－メトキシ－フェニル）－ビニル〕－４，６－ビス－トリクロロメチル
〔１，３，５〕トリアジン、２－（４－メトキシ－フェニル）－４，６－ビス－トリクロ
ロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－４，６－
ビス－トリクロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、２－メチル－４，６－ビス－トリク
ロロメチル〔１，３，５〕トリアジン、ヘキサアリールビスイミダゾール／共同開始剤系
、例えば、２－メルカプトベンゾチアゾールと組合せたオルト－クロロヘキサフェニル－
ビスイミダゾール；フェロセニウム化合物又はチタノセン類（ｔｉｔａｎｏｃｅｎｅｓ）
、例えば、ジシクロペンタジエニル－ビス（２，６－ジフルオロ－３－ピロロ－フェニル
）チタン；例えば、ＧＢ　２，３３９，５７１に記載されるようなＯ－アシルオキシムエ
ステル化合物との混合物を使用することもできる。共同開始剤として、ホウ酸化合物を使
用することもできる。
【０２２４】
　本発明のインク組成物においては重合開始剤を含んでいてもよく、重合開始剤を含む場
合の重合開始剤の含有量は、インク組成物の固形分１００質量部に対して、好ましくは１
０質量部以下が好ましく、より好ましくは５質量部以下であり、さらに好ましくは３質量
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部以下の範囲で含有されるのが適当である。
【０２２５】
（増感色素）
　本発明においては、低分子量の増感剤を含まないことが望ましいが、公知の増感色素で
ある増感剤を併用することができる。この場合、活性エネルギー線照射時の硬化性向上の
観点から増感色素を併用することが好ましい。溶解性としては蒸留水に対して室温におい
て、０．５質量％以上溶解するものが好ましく、１質量％以上溶解するものがより好まし
く、３質量％以上溶解するものが特に好ましい。
【０２２６】
　併用しうる公知の増感色素の例としては、ベンゾフェノン、チオキサントン、特にイソ
プロピルチオキサントン、アントラキノン及び３－アシルクマリン誘導体、ターフェニル
、スチリルケトン及び３－（アロイルメチレン）チアゾリン、ショウノウキノン、エオシ
ン、ローダミン及びエリスロシンなどが挙げられる。
【０２２７】
（重合性化合物）
　本発明のインク組成物は、前記（成分ｂ）以外の構造の重合性化合物を含有してもよい
。（成分ｂ）以外の構造の重合性化合物は、分子中にラジカル重合可能なエチレン性不飽
和結合を少なくとも１つ有する水溶性の化合物であれば、どのようなものでもよく、モノ
マー、オリゴマー、ポリマー等の化学形態を持つものが含まれる。（成分ｂ）以外の構造
の重合性化合物は１種のみ用いてもよく、また目的とする特性を向上するために任意の比
率で２種以上を併用してもよい。好ましくは２種以上併用して用いることが、反応性、物
性などの性能を制御する上で好ましい。
【０２２８】
　本発明で用いられる（成分ｂ）以外の構造の重合性化合物は、室温において蒸留水に少
なくとも２質量％以上溶解するものであるが、１５質量％以上溶解することが好ましく、
任意の割合で水と均一に混合するものがとくに好ましい。
【０２２９】
　（成分ｂ）以外の構造の重合性化合物の例としては、アクリル酸、メタクリル酸、イタ
コン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等の不飽和カルボン酸及びそれらのエ
ステル類、およびそれらの塩、エチレン性不飽和基を有する無水物、アクリロニトリル、
スチレン、更に種々の不飽和ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不
飽和ウレタン、ビニルエーテル、アリルエーテル等が挙げられ、アクリル酸、メタクリル
酸およびそれらのエステル、塩が好ましい。
【０２３０】
　本発明で用いることができる（成分ｂ）以外の構造の重合性化合物は水溶性を付与する
ために、ポリ（エチレンオキシ）鎖、ポリ（プロピレンオキシ）鎖、あるいはイオン性基
（例えばカルボキシル基、スルホ基など）を有することが好ましい。ポリ（エチレンオキ
シ）鎖、ポリ（プロピレンオキシ）鎖、を有する場合はエチレンオキシ、プロピレンオキ
シのユニットの数は１～１０の範囲であることが好ましく、より好ましくは１～５の範囲
である。
【０２３１】
　感度、滲み、記録媒体との密着性をより改善するためには、（成分ｂ）以外の構造のラ
ジカル重合性化合物として、モノアクリレートと、分子量４００以上、好ましくは５００
以上の多官能アクリレートモノマー又は多官能アクリレートオリゴマーを併用することが
好ましい。特に、ＰＥＴフィルムやＰＰフィルムといった柔軟な記録媒体への記録に使用
するインク組成物においては、上記化合物群の中から選ばれるモノアクリレートと、多官
能アクリレートモノマー又は多官能アクリレートオリゴマーとの併用は、膜に可撓性を持
たせて密着性を高めつつ、膜強度を高められるため好ましい。
　さらに、単官能、二官能、三官能以上の多官能モノマーの少なくとも３種の（成分ｂ）
以外の構造の重合性化合物を併用する態様が、安全性を維持しつつ、更に、感度、滲み、
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記録媒体との密着性をより改善することができるという観点から好ましい。
【０２３２】
　本発明に係るインク組成物には、上述した各構成要素に加えて、必要に応じて、吐出安
定性、プリントヘッドやインクカートリッジ適合性、保存安定性、画像保存性、その他の
諸性能向上の目的に応じて、公知の各種添加剤、例えば、粘度調整剤、表面張力調整剤、
比抵抗調整剤、皮膜形成剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、退色防止剤、防ばい剤、防錆剤
、固体湿潤剤、シリカ微粒子等を適宜選択して用いることができ、例えば、流動パラフィ
ン、ジオクチルフタレート、トリクレジルホスフェート、シリコンオイル等の油滴微粒子
、特開昭５７－７４１９３号、同５７－８７９８８号及び同６２－２６１４７６号に記載
の紫外線吸収剤、特開昭５７－７４１９２号、同５７－８７９８９号、同６０－７２７８
５号、同６１－１４６５９１号、特開平１－９５０９１号及び同３－１３３７６号等に記
載されている退色防止剤、特開昭５９－４２９９３号、同５９－５２６８９号、同６２－
２８００６９号、同６１－２４２８７１号および特開平４－２１９２６６号等に記載され
ている蛍光増白剤、硫酸、リン酸、クエン酸、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸
カリウム等のｐＨ調整剤等を挙げることができる。
【０２３３】
＜インク組成物の調製方法＞
　本発明に係るインク組成物の調製方法としては、特に制限はなく、各成分を、ボールミ
ル、遠心ミル、遊星ボールミルなどの容器駆動媒体ミル、サンドミルなどの高速回転ミル
、撹拌槽型ミルなどの媒体撹拌ミル、ディスパーなどの簡単な分散機により撹拌、混合し
、分散させることにより調製することができる。各成分の添加順序については任意である
。また、分散粒子をより微細化するために、ビーズミルや高圧噴射ミルなどの分散機を用
いて混合してもよい。また、顔料や高分子分散剤の種類によっては、顔料分散前のプレミ
ックス時にアニオン性樹脂を添加するようにしてもよい。
【０２３４】
　本発明のインク組成物は、２５℃における表面張力が２０～４０ｍＮ／ｍであることが
好ましい。表面張力は、Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｔｅｎｓｉｏｍｅｔｅｒ
　ＣＢＶＰ－Ｚ（協和界面科学（株）製）を用い、２５℃の条件下で測定されるものであ
る。また、粘度は、１～４０ｍＰａ・ｓが好ましく、３～３０ｍＰａ・ｓがより好ましい
。インク組成物の粘度は、ＶＩＳＣＯＭＥＴＥＲ　ＴＶ－２２（ＴＯＫＩ　ＳＡＮＧＹＯ
ＣＯ．ＬＴＤ製）を用い、２５℃の条件下で測定されるものである。
【０２３５】
≪画像形成方法≫
　本発明の画像形成方法は、前記インク組成物を記録媒体上に付与するインク付与工程と
、前記インク組成物に活性エネルギー線を照射する照射工程とを含むことを特徴とする。
これらの工程を行うことで、記録媒体上に定着したインク組成物による画像が形成される
。
【０２３６】
＜インク付与工程＞
　以下、本発明の画像形成方法における、インク付与工程について説明する。本発明にお
けるインク付与工程は、前記インク組成物を記録媒体上に付与する工程であれば限定され
ない。
【０２３７】
　本発明の画像形成方法に用いられるインクジェット記録装置としては、特に制限はなく
、目的とする解像度を達成し得る公知のインクジェット記録装置を任意に選択して使用す
ることができる。すなわち、市販品を含む公知のインクジェット記録装置であれば、いず
れも、本発明の画像形成方法における記録媒体へのインク組成物の吐出を実施することが
できる。
【０２３８】
　本発明で用いることのできるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
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、温度センサー、加熱手段を含む装置が挙げられる。
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１～１００ｐｌ、より好ましく
は８～３０ｐｌのマルチサイズドットを、好ましくは３２０×３２０～４，０００×４，
０００ｄｐｉ、より好ましくは４００×４００～１，６００×１，６００ｄｐｉ、さらに
好ましくは７２０×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお
、本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０２３９】
　本発明のインク組成物は、吐出されるインク組成物を一定温度にすることが望ましいこ
とから、インクジェット記録装置には、インク組成物温度の安定化手段を備えることが好
ましい。一定温度にする部位はインクタンク（中間タンクがある場合は中間タンク）から
ノズル射出面までの配管系、部材の全てが対象となる。すなわち、インク供給タンクから
インクジェットヘッド部分までは、断熱及び加温を行うことができる。
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク組成物の流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい
。温度センサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッドのノズル付近に設けるこ
とができる。また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受け
ないよう、熱的に遮断若しくは断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンタ立
上げ時間を短縮するため、あるいは熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断
熱を行うとともに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
【０２４０】
　上記のインクジェット記録装置を用いて、インク組成物の吐出はインク組成物を好まし
くは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に加熱して、インク組成物の粘度を、好
ましくは３ｍＰａ・ｓ～１５ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３ｍＰａ・ｓ～１３ｍＰａ・ｓ
に下げた後に行うことが好ましい。特に、本発明のインク組成物として、２５℃における
インク組成物の粘度が５０ｍＰａ・ｓ以下であるものを用いると、良好に吐出が行えるの
で好ましい。この方法を用いることにより、高い吐出安定性を実現することができる。
【０２４１】
　吐出時のインク組成物の温度はできるだけ一定に保つことが好ましい。本発明において
、インク組成物の温度の制御幅は、好ましくは設定温度の±５℃、より好ましくは設定温
度の±２℃、さらに好ましくは設定温度±１℃とすることが適当である。
【０２４２】
　本発明において、記録媒体としては、特に限定されず、支持体や記録材料として公知の
記録媒体を使用することができる。記録媒体としては、例えば、紙、プラスチック（例え
ば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（
例えば、アルミニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例えば、ポリ塩化ビニル
樹脂、二酢酸セルロース、三酢酸セルロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース
、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロース、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、
ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、ポリビニルアセタール等）、上述し
た金属がラミネートされ又は蒸着された紙又はプラスチックフィルム等が挙げられる。中
でも、本発明のインク組成物は密着性に優れるため、記録媒体として非吸収性記録媒体に
対して好適に使用することができ、密着性の観点から、ポリ塩化ビニル、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリエチレン等のプラスチック基材が好ましく、ポリ塩化ビニル樹脂基材
がより好ましく、ポリ塩化ビニル樹脂シート又はフィルムがさらに好ましい。
【０２４３】
＜照射工程＞
　以下、本発明の画像形成方法における、照射工程について説明する。本発明における照
射工程は、前記記録媒体上に付与されたインク組成物に活性エネルギー線を照射する工程
であれば限定されない。本発明のインク組成物に活性エネルギー線を照射することで、イ
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ンク組成物中の化合物の架橋反応が進行し、画像を定着させ、印画物の耐溶剤性等を向上
させることが可能となる。この照射工程により、（成分ａ）の架橋反応が起こり、インク
組成物中に下記一般式（５）の架橋構造が形成される。
【０２４４】
【化５３】

【０２４５】
　一般式（５）中、Ｒａ、Ｒｂ、Ｒｃ及びＲｄは、各々独立に、水素原子又は炭素数１～
４のアルキル基を表し、Ｒａ及びＲｂは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成しても
よい。Ｒｃ及びＲｄは互いに結合して４～６員の脂環構造を形成してもよい。Ｒａ及びＲ
ｂは、好ましい範囲も含めて、一般式（Ａ）に記載されたものと同様である。Ｒｃは好ま
しい範囲も含めて一般式（Ａ）に記載されたＲａと同様である。Ｒｄは好ましい範囲も含
めて一般式（Ａ）に記載されたＲｂと同様である。＊は結合位置を表す。
【０２４６】
　前記照射工程で用いることができる活性エネルギー線としては、紫外線（以下、ＵＶ光
とも称する）、可視光腺、電子線等をあげることができ、ＵＶ光を使用することが好まし
い。
【０２４７】
　ＵＶ光のピーク波長は、必要に応じて用いられる増感色素の吸収特性にもよるが、例え
ば、２００ｎｍ～４０５ｎｍであることが好ましく、２５０ｎｍ～４０５ｎｍであること
がより好ましく、２５０ｎｍ～３９０ｎｍであることが更に好ましい。
【０２４８】
　ＵＶ光の出力は、２，０００ｍＪ／ｃｍ２以下であることが好ましく、より好ましくは
、１０ｍＪ／ｃｍ２～２，０００ｍＪ／ｃｍ２であり、更に好ましくは、２０ｍＪ／ｃｍ
２～１，０００ｍＪ／ｃｍ２であり、特に好ましくは、５０ｍＪ／ｃｍ２～８００ｍＪ／
ｃｍ２である。
　更に、ＵＶ光は、露光面照度が、例えば、１０ｍＷ／ｃｍ２～２，０００ｍＷ／ｃｍ２

、好ましくは、２０ｍＷ／ｃｍ２～１，０００ｍＷ／ｃｍ２で照射されることが適当であ
る。
【０２４９】
　ＵＶ光源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されており、水銀ラ
ンプ、メタルハライドランプが広く知られている。また、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイ
スへの置き換えは産業的、環境的にも非常に有用であり、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ）、ＬＤ
（ＵＶ－ＬＤ）は小型、高寿命、高効率、低コストであり、ＵＶ光源として期待されてい
る。
【０２５０】
　本発明のインク組成物は、このようなＵＶ光に、例えば、０．０１秒間～１２０秒間、
好ましくは、０．１秒間～９０秒間照射されることが適当である。
　照射条件並びに基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に開示されてい
る。具体的には、インクの吐出装置を含むヘッドユニットの両側に光源を設け、いわゆる
シャトル方式でヘッドユニットと光源を走査する方式や、駆動を伴わない別光源によって
行われ、駆動を伴わない別光源によって行われる方式が好ましい。活性放射線の照射は、
インク着弾、熱定着後、一定時間（例えば、０．０１秒間～６０秒間、好ましくは、０．
０１秒間～３０秒間、より好ましくは、０．０１秒間～１５秒間）をおいて行われること
になる。
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【０２５１】
＜加熱乾燥工程＞
　記録媒体上に吐出されたインク組成物は、加熱手段により必要に応じて併用される水及
び有機溶剤が蒸発されることにより定着されることが好ましい。吐出された本発明のイン
ク組成物に熱を加え、定着する工程について説明する。
　加熱手段としては、必要に応じて併用される水及び有機溶剤を乾燥させることができれ
ばよく、限定されないが、ヒートドラム、温風、赤外線ランプ、熱オーブン、ヒート版加
熱などを使用することができる。
　加熱温度は、インク組成物中に必要に応じて併用される水及び有機溶剤が蒸発し、かつ
（成分ａ）、（成分ｂ）、および、必要に応じて添加されるポリマーバインダーの皮膜を
形成することができれば特に制限はないが、４０℃以上であればその効果が得られ、４０
℃～１５０℃程度が好ましく、より好ましくは、４０℃～８０℃程度である。
　なお、乾燥／加熱時間は、インク組成物中に必要に応じて併用される水及び有機溶剤が
蒸発し、かつ樹脂剤の皮膜を形成することができれば特に制限はなく、用いるインク組成
物の組成・印刷速度を加味して適宜設定することができる。
【０２５２】
＜印画物＞
　本発明の印画物は、本発明の画像形成方法によって記録されたことを特徴とする。本発
明の印画物は、本発明の画像形成方法によって記録された印画物であることから、記録さ
れた画像の耐溶剤性及び基材への密着性に優れた印画物となる。
【実施例】
【０２５３】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定され
るものではない。なお、特に断りのない限り、「部」及び「％」は質量基準である。
【０２５４】
　実施例、比較例で使用した顔料分散物、インク組成物の各成分を以下に示す。
【０２５５】
＜色材分散物Ａの調製＞
　ＩＲＧＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＶＯ（シアン顔料、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌ
ｕｅ　１５：３、ＢＡＳＦ・ジャパン社製）３５部と、アジスパーＰＢ８２１（ポリエス
テル系高分子分散剤、味の素（株）製）１２．５部と、プロピレンカーボネート（４－メ
チル－２－オキソ－１，３－ジオキソラン、和光純薬社製）５２．５部とを混合し、撹拌
機で均一になるまで撹拌し、得られた予備分散液を、さらに縦型ビーズミル（アイメック
ス（株）製レディーミル）で０．１ｍｍジルコニアビーズを用いて３～６時間分散し、色
材分散物Ａを作製した。色材分散物Ａにおける色材の体積平均粒子径を、ナノトラック粒
度分布測定装置ＵＰＡ－ＥＸ１５０（日機装（株）製）を用いて、動的光散乱法により体
積平均粒径を測定すると、１９０ｎｍとなった。
【０２５６】
＜色材分散物Ｂの調製＞
　攪拌機、冷却管を備えた５００ｍｌの三口フラスコにメチルエチルケトン４４ｇを加え
て窒素雰囲気下で７２℃に加熱し、ここにメチルエチルケトン２５ｇにジメチル２，２’
－アゾビスイソブチレート０．４３ｇ、ベンジルメタクリレート３０ｇ、メタクリル酸５
ｇ、及びメチルメタクリレート１５ｇを溶解した溶液を３時間かけて滴下した。滴下終了
後、さらに１時間反応した後、メチルエチルケトン１ｇにジメチル２，２’－アゾビスイ
ソブチレート０．２１ｇを溶解した溶液を加え、７８℃に昇温して４時間加熱した。得ら
れた反応溶液は大過剰量のヘキサンに２回再沈殿し、析出した樹脂を乾燥し、ポリマー分
散剤Ｄ－１を４３ｇ得た。
　得られた樹脂の組成は、１Ｈ－ＮＭＲで確認し、ＧＰＣより求めた重量平均分子量（Ｍ
ｗ）は４２，０００であった。さらに、ＪＩＳ規格（ＪＩＳＫ００７０：１９９２）に記
載の方法により酸価を求めたところ、６５．４ｍｇＫＯＨ／ｇであった。



(55) JP 2014-40529 A 2014.3.6

10

20

30

40

　ピグメント・ブルー１５：３（フタロシアニンブルーＡ２２０、大日精化（株）製）１
０部と、上記ポリマー分散剤Ｄ－１を５部と、メチルエチルケトン４２部と、１ｍｏｌ／
Ｌ ＮａＯＨ水溶液５．５部と、イオン交換水８７．２部とを混合し、ビーズミルにより
０．１ｍｍφジルコニアビーズを用いて２～６時間分散した。得られた分散物を減圧下、
５５℃でメチルエチルケトンを除去し、更に一部の水を除去することにより、顔料濃度が
１０．２質量％の色材分散物Ｂ（着色粒子）を得た。
【０２５７】
＜ＢＰＭ８の合成＞
　ジクロロメタン（和光純薬製）２０ｇ、下記構造の化合物　１０ｇ、グリシジルメタク
リレート　４．５ｇ、トリエチルベンジルアンモニウムクロライド　１ｇを混合し、１０
０℃で４時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル　１Ｌと水　５００ｍＬとを加え
、分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カ
ラム精製することでＢＰＭ８を７ｇ得た。
【０２５８】

【化５４】

【０２５９】
（成分ａ）
・例示化合物Ａ－６（下記構造）
・例示化合物ａ－Ａ（下記構造）組成比は質量基準であり、重量平均分子量は２．１万で
ある。
・例示化合物ａ－Ｂ（下記構造）組成比は質量基準であり、重量平均分子量は２．５万で
ある。
・特開２００７－１１９４４９号明細書に記載の例示化合物３０（下記構造）
（成分ｂ）
・例示化合物Ａ～Ｈ（下記構造）
・ＢＰＭ８（上記合成例で得た化合物）
【０２６０】
【化５５】

【０２６１】
【化５６】

【０２６２】
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【化５７】

【０２６３】
【化５８】

【０２６４】
【化５９】

【０２６５】
（成分ｅ）有機溶剤
・２－ピロリドン（シグマアルドリッチジャパン株式会社製）
・２－メチルプロパンジオール（シグマアルドリッチジャパン株式会社製）
・プロピレングリコールモノメチルエーテル（和光純薬株式会社製）
【０２６６】



(57) JP 2014-40529 A 2014.3.6

10

20

30

40

50

　例示化合物Ａ－６、例示化合物ａ－Ａ、例示化合物ａ－Ｂ、及び例示化合物Ａ～Ｈの合
成方法を以下に示す。
　なお、実施例及び比較例で使用する化合物のうち、製造元の記載のない化合物は、公知
の方法、又は、公知の方法を応用し、合成した。
【０２６７】
＜例示化合物Ａ－６の合成＞
　トルエン７５ｇ、ジメチルマレイン酸無水物４２．０ｇ（シグマアルドリッチジャパン
社製）をＤｅａｎ－Ｓｔａｒｋ蒸留管を具備した５００ｍｌの三口フラスコに導入し、攪
拌機（新東科学（株）：スリーワンモータ）にて攪拌しながら加熱して５０℃まで昇温し
た。５－アミノ－１－ペンタノール　３５．０ｇを３０分かけて滴下後、４時間撹拌した
。６０℃まで降温後、ｐ－メトキシフェノール０．０４２ｇ（和光純薬製）と硫酸６．２
ｇ（和光純薬製）を添加し、さらにメタクリル酸（和光純薬製）４３．０ｇを３０分で滴
下した。滴下終了後、溶媒が還流するまで昇温し、３時間反応した。反応溶液に５０ｗ／
ｖ％水酸化ナトリウム水溶液（和光純薬製）２９ｇで中和後、トルエン２００ｍｌと水１
００ｍｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層にｐ－メトキシフェ
ノール３０ｍｇを加え真空減圧により溶媒留去し、ジメチルマレイミド構造を有するモノ
マーを６８ｇ得た。目的物の生成は１Ｈ　ＮＭＲにて確認した。
【０２６８】
　２－ピロリドン（和光純薬製）２０ｇを窒素置換した２００ｍＬの前記撹拌機を具備し
た三口フラスコに添加した。窒素気流下で８０℃に昇温後、２－ピロリドン２０ｇ、前記
モノマー１０．０ｇ、メタクリル酸メチル１．９ｇ（和光純薬製）、フェノキシエチルメ
タクリレート４．７ｇ、３－メルカプトプロピオン酸０．０３０ｇ（東京化成工業製）、
２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチル（和光純薬製）０．０７９ｇの混合液を３時間かけ
て滴下した。滴下後、２時間後、４時間後にそれぞれ０．０５０ｇの、２，２’－アゾビ
スイソ酪酸ジメチルを加え、さらに２時間反応を行った。得られた溶液を水再沈すること
により、例示化合物Ａ－６を１０ｇ得た。
【０２６９】
＜例示化合物ａ－Ａの合成＞
　トルエン７５ｇ、モノメチルマレイン酸無水物３９ｇ（シグマアルドリッチジャパン社
製）をＤｅａｎ－Ｓｔａｒｋ蒸留管を具備した５００ｍｌの三口フラスコに導入し、攪拌
機（新東科学（株）：スリーワンモータ）にて攪拌しながら加熱して５０℃まで昇温した
。アリルアミン　２０ｇを３０分かけて滴下後、４時間撹拌した。反応溶液に５０ｗ／ｖ
％水酸化ナトリウム水溶液（和光純薬製）２９ｇで中和後、トルエン２００ｍｌと水１０
０ｍｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒
留去し、中間体Ａ１　１５ｇを合成した。目的物の生成は１Ｈ　ＮＭＲにて確認した。
【０２７０】
　中間体Ａ１　１５ｇをジクロロメタン４５ｇに溶解させ、５℃に冷却しながらｍ－クロ
ロパーベンゾイックアシッド（ｍ－ＣＰＢＡ）を１７．３ｇを添加し、室温で５時間反応
させた。反応後、分液抽出し、有機層の溶媒留去、カラム精製を行い、中間体Ａ２を７ｇ
得た。
　１－メトキシ－２－プロパノール（和光純薬製）２０ｇを窒素置換した２００ｍＬの前
記撹拌機を具備した三口フラスコに添加した。窒素気流下で８０℃に昇温後、１－メトキ
シ－２－プロパノール２０ｇ、メタクリル酸３．３ｇ、メタクリル酸メチル１．９ｇ（和
光純薬製）、ｎ－ブチルメタクリレート２．７ｇ、３－メルカプトプロピオン酸０．０３
０ｇ（東京化成工業製）、２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチル（和光純薬製）０．０７
９ｇの混合液を３時間かけて滴下した。滴下後、２時間後、４時間後にそれぞれ０．０５
０ｇの、２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチルを加え、さらに２時間反応を行った。
　その後、得られた反応液に中間体Ａ２を６．９ｇ、トリメチルメンジルアンモニウムク
ロライドを２ｇ添加し、１００℃３時間反応させた。最後に水再沈により得られたポリマ
ーを精製し、目的とする例示化合物ａ－Ａを３．６ｇ得た。
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【０２７１】
＜例示化合物ａ－Ｂの合成＞
　トルエン７５ｇ、マレイン酸無水物３７ｇ（シグマアルドリッチジャパン社製）をＤｅ
ａｎ－Ｓｔａｒｋ蒸留管を具備した５００ｍｌの三口フラスコに導入し、攪拌機（新東科
学（株）：スリーワンモータ）にて攪拌しながら加熱して５０℃まで昇温した。アリルア
ミン　２０ｇを３０分かけて滴下後、４時間撹拌した。反応溶液に５０ｗ／ｖ％水酸化ナ
トリウム水溶液（和光純薬製）２９ｇで中和後、トルエン２００ｍｌと水１００ｍｌを加
え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、中
間体Ｂ１　１４ｇを合成した。目的物の生成は１Ｈ　ＮＭＲにて確認した。
【０２７２】
　中間体Ｂ１　１４ｇをジクロロメタン４５ｇに溶解させ、５℃に冷却しながらｍ-クロ
ロパーベンゾイックアシッド（ｍ－ＣＰＢＡ）を１７ｇを添加し、室温で５時間反応させ
た。反応後、分液抽出し、有機層の溶媒留去、カラム精製を行い、中間体Ｂ２を７ｇ得た
。
　１－メトキシ－２－プロパノール（和光純薬製）２０ｇを窒素置換した２００ｍＬの前
記撹拌機を具備した三口フラスコに添加した。窒素気流下で８０℃に昇温後、１－メトキ
シ－２－プロパノール２０ｇ、メタクリル酸３．３ｇ、メタクリル酸メチル１．９ｇ（和
光純薬製）、ｎブチルメタクリレート２．７ｇ、３－メルカプトプロピオン酸０．０３０
ｇ（東京化成工業製）、２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチル（和光純薬製）０．０７９
ｇの混合液を３時間かけて滴下した。滴下後、２時間後、４時間後にそれぞれ０．０５０
ｇの２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチルを加え、さらに２時間反応を行った。
　その後、得られた反応液に中間体A2を６．３ｇ、トリメチルメンジルアンモニウムクロ
ライドを２ｇ添加し、１００℃３時間反応させた。最後に水再沈により得られたポリマー
を精製し、目的とする例示化合物ａ－Ｂを３ｇ得た。
【０２７３】
＜例示化合物Ａの合成＞
　テトラヒドロフラン（和光純薬製）１００ｇ、ｐ－ヒドロキシベンゾフェノン　５０ｇ
、エピクロロヒドリン３０ｇ、炭酸ナトリウム５０ｇを１Ｌの三口フラスコに添加した。
５０℃に昇温後４時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加
え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、中
間体Ａ－１が５９ｇ得られた。
【０２７４】
　ジクロロメタン（和光純薬）１００ｇ、中間体Ａ－１　５０ｇ、アクリル酸１４ｇ、炭
酸水素ナトリウム１６ｇを加え、室温で６時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル
１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減
圧により溶媒留去し、カラム精製する事で、中間体Ａ－２が３７ｇ得られた。
　ジクロロメタン（和光純薬）６０ｇ、中間体Ａ－２　３０ｇ、トリエチルアミン１１ｇ
を加え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを１１．７ｇ滴下した。滴下後、室温にも
どし３時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した
。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製す
ることにより、例示化合物Ａが１３ｇ得られた。
【０２７５】
＜例示化合物Ｂの合成＞
　ジクロロメタン（和光純薬製）１００ｇ、ｐ－ヒドロキシベンゾフェノン　５０ｇ、Ｗ
ＳＣ（（株）Ｄｏｊｉｎ製）５５ｇ、ブロモ酢酸３５ｇを１Ｌの三口フラスコに添加した
。室温で１２時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分
液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム
精製することにより、中間体Ｂ－１が３７ｇ得られた。
　テトラヒドロフラン（和光純薬）６０ｇ、中間体Ｂ－１　３０ｇ、ジエチレントリアミ
ン６０ｇを加え、室温で６時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００
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ｍｌを加え分液した。有機層をジエチレントリアミン水溶液で1度、飽和食塩水で２度洗
浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製することにより、中間体Ｂ－２が
１８ｇ得られた。
　酢酸エチル（和光純薬）３０ｇ、中間体Ｂ－２　１５ｇ、トリエチルアミン２６ｇを加
え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを１７ｇ滴下した。滴下後、室温にもどし３時
間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した。有機層
を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製することに
より、例示化合物Ｂが１１ｇ得られた。
【０２７６】
＜例示化合物Ｃの合成＞
　テトラヒドロフラン（和光純薬）５０ｇ、２－ヒドロキシチオキサントン　２５ｇ、ト
リエチルアミン１４ｇを加え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを１３ｇ滴下した。
滴下後、室温にもどし３時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍ
ｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去
し、カラム精製することにより、例示化合物Ｃが１４ｇ得られた。
【０２７７】
＜例示化合物Ｄの合成＞
　テトラヒドロフラン（和光純薬）５０ｇ、２－アミノチオキサントン　１０ｇ、トリエ
チルアミン１４ｇを加え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを８ｇ滴下した。滴下後
、室温にもどし３時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加
え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カ
ラム精製することにより、例示化合物Ｃが４ｇ得られた。
【０２７８】
＜例示化合物Ｅの合成＞
　例示化合物Ａのｐ－ヒドロキシベンゾフェノン５０ｇを２－ヒドロキシチオキサントン
５８ｇに替えて、例示化合物Ａの合成と同様の合成方法で例示化合物Ｅを合成した。
【０２７９】
＜例示化合物Ｆの合成＞
　例示化合物Ｂのｐ－ヒドロキシベンゾフェノン５０ｇを２－ヒドロキシチオキサントン
５８ｇに替えて、例示化合物Ｂの合成と同様の合成方法で例示化合物Ｆを合成した。
【０２８０】
＜例示化合物Ｇの合成＞
　テトラヒドロフラン（和光純薬製）２００ｇ、２－ヒドロキシチオキサントン　１００
ｇ、エピクロロヒドリン４０ｇ、炭酸水素ナトリウム３７ｇを１Ｌの三口フラスコに添加
した。５０℃に昇温後４時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍ
ｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去
し、中間体Ｇ－１が１８０ｇ得られた。
　テトラヒドロフラン（和光純薬）２００ｇ、中間体Ａ－１　１００ｇに、５０％硫酸水
溶液を１０ｇを加え、室温で３時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５
００ｍｌを加え分液した。有機層を飽和重曹水で１度、食塩水で２度洗浄後、有機層を真
空減圧により溶媒留去し、カラム精製することにより、中間体Ｇ－２が４２ｇ得られた。
【０２８１】
　テトラヒドロフラン（和光純薬製）８０ｇ、中間体Ｇ－３　４０ｇ、エピクロロヒドリ
ン１２ｇ、炭酸ナトリウム２０ｇを１Ｌの三口フラスコに添加した。５０℃に昇温後４時
間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した。有機層
を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、中間体Ｇ－３が１６ｇ
得られた。
　ジクロロメタン（和光純薬）３０ｇ、中間体Ｇ－３　１５ｇ、アクリル酸３ｇ、炭酸水
素ナトリウム４ｇを加え、室温で６時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと
水５００ｍｌを加え分液した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧によ
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り溶媒留去し、カラム精製することにより、中間体Ｇ－４が１２ｇ得られた。
　ジクロロメタン（和光純薬）２０ｇ、中間体Ｇ－４　１０ｇ、トリエチルアミン６ｇを
加え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを６ｇ滴下した。滴下後、室温にもどし３時
間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した。有機層
を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製することに
より、例示化合物Ｇが３ｇ得られた。
【０２８２】
＜例示化合物Ｈの合成＞
　ジクロロメタン（和光純薬製）１００ｇ、２－ヒドロキシチオキサントン５８ｇ、ＷＳ
Ｃ（（株）Ｄｏｊｉｎ製）５５ｇ、ブロモ酢酸３５ｇを１Ｌの三口フラスコに添加した。
室温で１２時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液
した。有機層を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精
製することにより中間体Ｈ－１が３３ｇ得られた。
　テトラヒドロフラン（和光純薬）６０ｇ、中間体Ｈ－１　３０ｇ、トリエチレンテトラ
アミン７３ｇを加え、室温で６時間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５
００ｍｌを加え分液した。有機層をジエチレントリアミン水溶液で１度、飽和食塩水で２
度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製することにより、中間体Ｈ－
２が２０ｇ得られた。
　酢酸エチル（和光純薬）３０ｇ、中間体Ｈ－２　１５ｇ、トリエチルアミン３５ｇを加
え、５℃に冷却し、アクリル酸クロライドを２３ｇ滴下した。滴下後、室温にもどし３時
間反応させた。得られた反応液に酢酸エチル１Ｌと水５００ｍｌを加え分液した。有機層
を飽和食塩水で２度洗浄後、有機層を真空減圧により溶媒留去し、カラム精製することに
より、例示化合物Ｈが１３ｇ得られた。
【０２８３】
〔実施例１～２３、及び比較例１～４〕
＜インク組成物の調製＞
　得られた色材分散物Ａ、及びＢを用い、下記表１に示す組成の実施例１～２３、及び比
較例１～４のインク組成物を、ミキサー（シルバーソン社製Ｌ４Ｒ）を用いて２，５００
回転／分にて１０分間撹拌して、それぞれ調製した。得られた各インク組成物は、プラス
チック製のディスポーザブルシリンジに詰め、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）製の孔
径５μｍフィルタ（ミリポア社製のＭｉｌｌｅｘ－ＳＶ、直径２５ｍｍ）にて濾過して完
成インクとした。なお、表１における各組成の配合量の各数値は、質量部を表す。
　表１中、「－」は当該の成分が含有されていないことを表す。
　また、インク組成物の粘度を、ＶＩＳＣＯＭＡＴＥ　ＶＭ－１０Ａ－Ｌ（ＣＭＣマテリ
アルズ（株）製）を用い、２５℃の条件下で測定したところ、実施例１～２３の粘度は８
ｍＰａ・ｓ～１７ｍＰａ・ｓであった。
〔比較例５〕
　１－メトキシ－２－プロパノール（和光純薬製）２０ｇを窒素置換した２００ｍＬの前
記攪拌機を具備した三口フラスコに添加した。窒素気流下で８０℃に昇温後、１－メトキ
シ－２－プロパノール　２０ｇ、例示化合物Ａ　１０ｇ、３－メルカプトピロピオン酸（
東京化成工業製）　０．０３０ｇ、２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチル（和光純薬製）
　０．０７９ｇの混合液を３時間かけて滴下した。滴下後、２時間後、４時間後にそれぞ
れ０．０５０ｇの２，２’－アゾビスイソ酪酸ジメチルを加え、さらに２時間反応を行っ
た。得られた溶液を水再沈により精製し、比較化合物５を得た。
　実施例１のインク組成物において、成分ｂの化合物に換えて、得られた比較化合物５を
同量使用した以外は同様にして比較例５のインク組成物を得た。
【０２８４】
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【表１】

【０２８５】
＜インクジェット画像記録方法＞
　次に、インクジェット記録装置として、市販のインクジェットプリンタ（ローランド　
ディー．ジー．社製ＳＰ－３００Ｖ）を用意した。
　得られた各インク組成物を上記インクジェットプリンタに装填し、ポリ塩化ビニルシー
ト（エイブリィ・デニソン社製、ＡＶＥＲＹ　４００　ＧＬＯＳＳ　ＷＨＩＴＥ　ＰＥＲ
ＭＡＮＥＮＴ）に画像を形成し、以下の各評価用の印画物を得た。
　なお、比較例５のインク組成物は、吐出不良により良好な画像が形成されなかったため
、その他の評価は行わなかった。
【０２８６】
　さらに、発光ダイオード（ＵＶ－ＬＥＤ、日亜化学工業（株）製ＮＣ４Ｕ１３４）を用
いて紫外光の照射をおこなった。前記ＬＥＤは１チップから波長３６５ｎｍの紫外光を出
力するものであって、電流量をコントロール（レンズを用いて集光）することにより、表
面での照度を１，０００ｍＷ／ｃｍ２に設定し、露光エネルギーが１０００（ｍＪ／ｃｍ
２）になるように露光時間（ｓｅｃ）を調整した。
　得られた各インク組成物及び印刷物を使用し、以下の評価を行った。評価結果を表２に
示す。
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【０２８７】
＜密着性評価（クロスハッチテスト）＞
　基材との密着性評価方法としてクロスハッチテスト（ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－６）
を行った。上記インクジェット画像記録方法に従い、画像部の平均膜厚が１２μｍのベタ
画像を描画した。
　その後、各々の印刷物に対して、クロスハッチテストを実施した。なお、評価は、ＪＩ
Ｓ　Ｋ５６００－５－６に従い、０～５の６段階評価とした。ここで、評価０がカットの
縁が完全に滑らかで、どの格子の目にも剥がれがないことを意味する。なお、評価３まで
は実用上問題のないレベルである。
【０２８８】
＜耐水性評価＞
　上記インクジェット画像記録方法に従い、平均膜厚が１２μｍのベタ画像の描画を行っ
た後、印刷物の表面を蒸留水を含浸した綿棒にてこすり、以下の基準で評価した。Ｃラン
ク以上は実用上問題ないレベルである。
　Ａ：１０回以上こすっても、画像に変化が認められなかった。
　Ｂ：５～９回のこすりで、画像の濃度が低下した。
　Ｃ：２～４回のこすりで、画像の濃度が低下した。
　Ｄ：１回こすっただけで、画像の濃度が著しく低下した。
【０２８９】
＜耐溶剤性評価＞
　上記インクジェット画像記録方法に従い、平均膜厚が１２μｍのベタ画像の描画を行っ
た後、印刷物の表面をイソプロピルアルコールと２－ブタノンの混合溶剤（１／１（体積
））を含浸した綿棒にてこすり、以下の基準で評価した。Ｃランク以上は実用上問題ない
レベルである。
　Ａ：１０回以上こすっても、画像に変化が認められなかった。
　Ｂ：５～９回のこすりで、画像の濃度が低下した。
　Ｃ：２～４回のこすりで、画像の濃度が低下した。
　Ｄ：１回こすっただけで、画像の濃度が著しく低下した。
【０２９０】
＜吐出性評価＞
　上記インクジェット画像記録方法に従い、２０分間吐出し、平均膜厚が１２μｍのベタ
画像の描画を行い、各インク組成物の吐出性を以下の基準で評価した。Ａランクは問題な
いレベルである。
　Ａ：インクの吐出性は良好であった。
　Ｂ：インクの吐出性が不良であった。
【０２９１】
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【表２】

【０２９２】
　前記表２に示すように、本発明における実施例では、密着性、耐水性、耐溶剤性及び吐
出性のいずれにおいても優れた効果が得られた。これに対し、比較例では、密着性、耐水
性、耐溶剤性及び吐出性のすべてにおいて優れた効果が得られたものはなかった。
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